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2004 年 2 月 12 日 (木) に東京国際フォーラム ホール D7 にて国際コンファレンス「研究開発と
『企業の境界』 - バイオテクノロジーの産学連携と企業間提携 -」を開催。8 名の著名な研究者およ
び実務家が、研究開発と企業の境界、産学連携、バイオベンチャー等に関する研究報告を行い、諸
問題を議論した。 
写真は会議の様子。(本文 第三章 参照) 
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5. (5) 1 年間の主な活動
4. 3. 国際会議
1. (1) 研究開発と『企業の境界』 - バイオテクノロジーの産学連携と企業間提携 -






































わが国の公的な科学技術部門の改革は 2001 年 1 月の総合科学技術会議を司令塔とする新しい














1 期および第 2 期科学技術基本計画の達成状況調査を開始しました。また同じく 2003 年度から科
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科学技術政策研究所




















































1 〜 2 回程度開催している。
(3) 組織
2004 年 3 月末における当研究所の組織と任務は下のとおり。
2003 年度末定員     53 名
同年度客員研究官 計 71 名 (客員研究協力官を除く)
同年度国際客員研究官 計  4 名
同年度特別研究員 計  8 名
<研究グループ等の主な任務>

































小 田 切 宏 之  (2003 年 4 月一橋大学に出向、併任、期間 2004 年 3 月 31 日まで第１研究グ
ループ総括主任研究官併任)
第２研究グループ総括主任研究官:
近 藤 正 幸  (2003 年 4 月横浜国立大学より併任、期間 2004 年 3 月 31 日まで)
第３調査研究グループ総括上席研究官:
斎 藤 尚 樹  (2003 年 4 月企画課長より配置換、2003 年 4 月 30 日まで企画課長併任)
企画課長:
岡 村 直 子  (2003 年 5 月文部科学省研究振興局より就任)
情報分析課長:







2003 年度 2002 年度
◇科学技術政策研究所に必要な経費 880,383 897,339
1.人件費 464,139 451,932 平成 15 年度 (2003 年度) 末定員 53 名
2.経常事務費 81,910 91,733 一般管理運営客員研究官等
3.官庁会計事務データ通信システムに必要な
経費 3,936 3,936
4.科学技術政策研究国際協力推進 20,254 15,214 国際協力課題国際シンポジウムの開催等






































に、DISCUSSION PAPER No.30 「大学における研究の評価に関する理論と実際 - システム的視点」をは





機関等と研究協力に係る覚書 (MOU) を締結し、研究協力を進めている。このうち、2003 年度にお
いては以下の機関との研究協力に係る覚書 (MOU) を更新した。




2. (イ) 2003 年度においては、以下の国際会議及び国際ワークショップを当研究所が主催した。
国際コンファレンス「研究開発と「企業の境界」- バイオテクノロジーの産学連携と企業間提
携 - (R&D and the Boundaries of the Firm-University-Industry Collaborations and
Research Alliances in Biotechnology)」
2004 年 2 月 12 日開催 (於 東京国際フォーラムホール D7)
俯瞰的予測調査 国際ワークショップ
2004 年 3 月 3 日〜 4 日開催 (於 文部科学省ビル会議室)








索・実現可能性調査及び予備的検討を行う「政策研究 FS」制度を 2003 年度に創設した。制度創設初年




























○ Richard R. Nelson(Columbia University, USA)
「市場経済、および共有資産としての科学」
セッション 2 産学連携
○ Scott Shane (Case Western Reserve University, USA)
「大学発の起業」
○ Alan Hughes (University of Cambridge, UK)
「産学連携と技術成果-英国からの考察」
セッション 3 企業間提携
○ Luigi Orsenigo (Bocconi University, Italy)
「バイオテクノロジーにおける企業の境界とネットワーク」





































会議は、1 日目は欧州における Foresight の最新動向、及び日本の動向に関する講演を一般公開
で行い、2 日目は当所で実施している俯瞰的予測調査に関する関係者による討議を行った。
1 日目の参加者は 125 名、関係者による討議を行った 2 日目の参加者は 43 名であった。
会議の内容
○ 1 日目 (一般公開): 欧州における Foresight の最新動向、及び日本の動向に関する講演
英国における Foresight の最新動向
Prof. Ian Miles (英国 マンチェスター大学)
ドイツにおける FUTUR プロジェクトの最新動向
Prof. Stefan Kuhlmann (独国 フラウンホーファー協会システム・技術革新研究所)
俯瞰的予測調査の概要
桑原 輝隆 (科学技術政策研究所)


























































1. [1]和田 哲夫「Joint ventures and the scope of knowledge transfer: Evidence from U.S. -
Japan patent licenses」、科学技術政策研究所DISCUSSION PAPER No.34, 2004 年 3 月.
2. [2]和田 哲夫「Running royalty and patent citations: the role of measurement cost in
























1. [1] 日本経済学会 (2003 年 10 月 13 日: 明治大学) に討論者として参加




小田切 宏之、古賀 款久、岩佐 朋子、伊地知 寛博、安田 英土 (客員研究官)、桑嶋 健一 (客員研
































アメリカではHenderson, Rebecca; Orsenigo, Luigi; and Pisano, Gary P. "The Pharmaceutical
Industry and the Revolution in Molecular Biology: Interactions among Scientific, Institutional, and
Organizational Change"(in David C. Mowery and Richard R. Nelson [eds.] Sources of Industrial




1. [1] 中村 健太・小田切宏之「研究開発と企業の境界 - 企業活動基本調査データによる委託
研究・共同研究・技術導入の決定因分析」、日本経済学会春季大会発表論文、2003 年 6 月
14 日、大分大学。
2. [2] 小田切宏之「研究開発における企業の境界」、『経済セミナー』 No.587、2003 年 12
月、20-24。
3. [3] Kenta Nakamura and Hiroyuki Odagiri, "Determinants of R&D Boundaries of the Firm:
An Empirical Study of Commissioned R&D, Joint R&D, and Licensing with Japanese
Company Data," 科学技術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.32, 2003 年 11 月。
4. [4] 小田切宏之「バイオテクノロジー研究開発と『企業の境界』」、科学技術政策研究所国際コ
ンファレンス「研究開発と『企業の境界』 - バイオテクノロジーの産学連携と企業間提
携」、2004 年 2 月 12 日、東京国際フォーラム、において発表。
5. [5] Kenta Nakamura and Hiroyuki Odagiri, "R&D Boundaries of the Firm: An Estimation of
the Double-Hurdle Model on Commissioned R&D, Joint R&D, and Licensing in Japan," 科学
技術政策研究所研究セミナー「研究開発戦略と科学技術政策」、2004 年 2 月 13 日、東京国
際フォーラム、において発表。「研究開発戦略と科学技術政策」研究セミナー報告論文集、科
学技術政策研究所調査資料 No.104、2004 年 3 月、所収。(第 (3) 項の DISCUSSION
PAPER No.32 を一部修正したもの)
6. [6] 中村 健太・小田切 宏之「技術取引先の決定因としての能力格差と取引費用」、『特許統




小田切 宏之、岩佐 朋子、古賀 款久、伊地知 寛博、安田 英土 (客員研究官)、桑嶋 健一 (客員研



















海外研究開発の要因研究については、小田切・安田の"The Determinants of Overseas R&D by






1. [1] Tomoko Iwasa and Hiroyuki Odagiri(forthcoming) "Overseas R&D, Knowledge Sourcing,
and Patenting: An Empirical Study of Japanese R&D Investment in the US," Research
Policy, Elsevier.
2. [2] Tomoko Iwasa(2003)"Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese
Multinationals," NISTEP Discussion Paper, No. 31, National Institute of Science and
Technology Policy.
3. [3] 岩佐 朋子(2004)「日本企業による海外への技術輸出: ライセンスと直接投資の選択に関
する実証分析」NISTEP Discussion Paper, No. 36, 科学技術政策研究所.
学会発表
1. [1] Tomoko Iwasa "The Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese
Multinationals" 日本経済学会 2003 年春期大会、大分、6 月
2. [2] Tomoko Iwasa "The Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese
Multinationals," コンファレンス名「What Do We Know About Innovation - A Conference in
honour of Keith Pavitt」, Science Policy Research Unit, University of Sussex, UK, 11 月.
研究課題 5
全国イノベーション調査 (J-NIS 2003: Japanese National Innovation Survey 2003)
「全国イノベーション調査」実施準備プロジェクト・チーム
(平野 千博、小田切 宏之、伊地知 寛博、古賀 款久、岩佐 朋子、富澤 宏之、計良 秀美、俵 裕治、













本調査については、総務大臣より 2002 年 12 月 25 日に承認を受け、2003 年 1 月 24 日に抽出し














































「これからの大学における利益相反(conflict of interest)のマネジメント」 熊本大学 九州・沖縄
地区国立大学産学官連携マネジメント研修会 2003.5.16
伊地知 寛博 (第１研究グループ主任研究官)(後藤 晃 (東京大学教授) との共同発表)
"R&D and Innovation Statistics in Japan" Panel to Review Research and Development
Statistics at the National Science Foundation, Committee on National Statistics, The
National Academies Workshop on Measurement of Research and Development 2003.8.24
伊地知 寛博 (第１研究グループ主任研究官)




















伊地知 寛博 (第１研究グループ主任研究官)、古賀 款久 (第１研究グループ研究員)、富澤
宏之 (第２研究グループ主任研究官)、三浦有紀子(第１調査研究グループ上席研究官)、蛯
原弘子(情報分析課情報係長)
EU Benchmarking Exercise of RTD Policies: Data Collection Exercise 2003 - Japanese
Indicators、 Response to the DG Research and Eurostat of the European Commission
(unpublished document)
伊地知 寛博 (第１研究グループ主任研究官)、古賀 款久 (第１研究グループ研究員)
Venture Capital Investment in Japan: For the Third European S&T Indicators, Response to






































1. [1] 科学技術政策研究所調査資料 No.96, 「産学連携 1983 - 2001」, 2003 年 3 月



























ための科学計量学入門』、丸善株式会社、2004 年 3 月 30 日
2. [2] 富澤宏之、「大学等におけるフルタイム換算データに関する2002 年調査の概要」、 研究・
技術計画学会第18回年次学術大会・講演要旨集、pp.526-529、2003 年 11 月
3. [3] 富澤宏之、伊藤裕子、三浦有紀子、「科学技術政策研究のフロンティア: 女性の科学技術
関連専門職への進出をめぐって」、研究・技術計画学会第18回年次学術大会・講演要旨
集、pp.156-159、2003 年 11 月
研究課題 3
科学技術国際協力に関する研究


























































1. [1] 近藤正幸、山本桂香、「科学技術基本計画の内容分析・構造分析(第 1 報)」、研究・技術

















































































































1. [1] 「博士号取得者の就業構造に関する日米比較の試み - キャリアパスの多様化を促進する
ために -」、科学技術政策研究所 調査資料 - 103(2003.12)
研究課題 4
創造的な研究成果をあげるための研究組織の構成や人材マネジメントのあり方に関する調査研究




















































































伊地知 寛博 (第１研究グループ主任研究官)、古賀 款久 (第１研究グループ研究員)、富澤 宏之
(第２研究グループ主任研究官)、三浦 有紀子 (第１調査研究グループ上席研究官)、蛯原 弘子 (情
報分析課情報係長)
EU Benchmarking Exercise of RTD Policies: Data Collection Exercise 2003 - Japanese





































1. [1] 大沼 清仁、中村隆史、今井寛「科学館等における科学技術理解増進活動への参加が参
加者に及ぼす影響について-科学技術館サイエンス友の会・日本宇宙少年団を例として-」
科学技術政策研究所 調査資料 - 99 (2003.11)
2. [2] 渡辺 政 、今井寛「科学技術理解増進と科学コミュニケーションの活性化について」 科
学技術政策研究所 調査資料 - 100(2003.11)
3. [3] 渡辺 政 「科学技術理解増進と科学コミュニケーション活性化策についての提言」 日本
科学教育学会第 27 回大会 (2003.7)にて発表。
4. [4] 渡辺 政 「科学コミュニケーションと活字メディア」 「第 2 回生命科学と社会のコミュニ
ケーション研究会」(2003.8)にて発表。
5. [5] 渡辺 政 「文化として科学を楽しむ」 日本科学教育学会主催シンポジウム「これからの科
学教育を考える - 科学好きを育てる -」(2003.11)にて発表。
6. [6] 渡辺 政 「科学コミュニケーション活性化方策において科学系博物館が果たすべき役
割」 ワークショップ「21世紀型科学教育の創造 - 自然科学及び理工学系博物館等の生涯学
習施設の役割 -」(2003.11) において発表。
7. [7] 渡辺 政 「科学を楽しむ素養を養うための科学コミュニケーション活性化方策」 日本学術
会議科学教育研究連絡委員会主催「『科学のための科学』を基盤にした『社会のための科
学』に向けた新世紀の科学教育」(2004.3)にて発表。
8. [8] 渡辺 政  鹿児島大学理学部物理学科において [科学ジャーナリズム] の非常勤講師。
9. [9] 渡辺 政  「第 3 回 日米科学技術理解増進専門家会合」(2003.7)に参加。
10. [10] 渡辺 政  鳥井弘之東京工業大学教授主催の「科学技術リテラシー研究会」に参加。
11. [11] 科学講演会「ダーウィンで科学を楽しむ」(2004.3) を開催。
講師 養老 孟司 (東京大学名誉教授)、向井 万起男 (慶應義塾大学助教授)、Randal Keynes
(チャールズ・ダーウィントラスト理事)、James Moore (オープン大学上級講師)、Olivia Judson
(インペリアル・カレッジ研究員)
※ 備考 「科学技術理解増進研究会」委員及び客員研究官一覧 (肩書きは任命時点のもの)
 
座長 高柳 雄一 文部科学省高エネルギー加速器研究機構教授








日夏 健一 JST 科学技術理解増進部企画課長
























2001 年 6 月から2002 年 11 月にかけて実施し、関係者から科学雑誌の役割、国に期待する役割
について検討。




1. [1] 「我が国の科学雑誌に関する調査」を調査資料-97 として2003.5に公表。




















第 2 期科学技術基本計画 (2001 年) やバイオテクノロジー戦略大綱 (2002 年) では生命科学技術
の発展と不可分な生命倫理問題解決の重要性が指摘され、本検討は急務である。
5. 論文公表等の研究活動
1. [1] 牧山康志 「ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討」Discussion Paper No.33(2004 年 1 月
公刊)
2. [2] 牧山康志 「『生命倫理』から『社会システム』へ - 社会システム改革の黎明 -」、『人倫研
プロジェクト News Letter』No. 6 (2003 年 9 月発行)
3. [3] 牧山康志 「英国におけるヒト胚に関する政策 - HFEActとHFEA」、「人体利用等にかんす
る生命倫理基本法」研究プロジェクトワークショップ、北海道大学、2003 年 7 月 6 日.
4. [4] Yasushi Makiyama, "Government Policies in Japan now, and Hypothetical Plan for
Bioethical Governance in the Future", Beijing International Conference on Bioethics,
Beijing, China, January 5-7, 2004.
5. [5] Yasushi Makiyama, "Hypothetical political framework for bioethical governance in
Japan", Fifth Asian Bioethics Conference concurrent with International Tsukuba Bioethics
Roundtable, Tsukuba, Japan, February 13-16, 2004.
6. [6] Yasushi Makiyama, イタリア、ジェノバで開催されたEuropean Commission 主催の会
議"Modern Biology and Visions of Humanity" に参加、2004 年 3 月 22-23 日.
その他の活動
1. 共同プロジェクトへの参画




渡辺 政  「科学コミュニケーション」、平成 14・15 年度科学技術振興調整費研究「生命科学
技術推進にあたっての生命倫理と法」公開シンポジウム「"生命倫理" - - 破壊と再生」
(2003.11)
渡辺 政  「生命倫理とマスメディア」、平成 14・15 年度科学技術振興調整費研究「生命科学
技術推進にあたっての生命倫理と法」研究会 2003 年度第 4 回、上智大学、2003 年 9 月.
牧山康志 「ポストゲノム研究における生命倫理的課題への対応: ハプロタイプデータベース
を中心に」、平成 14・15 年度科学技術振興調整費研究「生命科学技術推進にあたっての生












































5. (5) 研究・技術計画学会発表(2003.11.8): 計良秀美「地域クラスターの日本的成功要素 - 欧
米クラスターとの比較調査研究」
6. (6) 所内成果発表会(2003.4.18): 計良秀美「欧米先進クラスター形成要素からみた日本のクラ
スター - クラスター形成による地域イノベーションの促進 -」
4. 特記事項
各地の事例報告はあるが、多面的、総合的な調査は少ない。また、本件調査研究については、2003
年 3 月に「中間報告」(DISCUSSION PAPER No.29) を取りまとめ、当所 HP 等を通じ発表している。
5. 論文公表等の研究活動
1. [1] 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究 - 『持続性』ある日本型
クラスター形成・展開論 - (最終報告)」科学技術政策研究所 POLICY STUDY No.9(2004.3)
研究課題 2
地域イノベーションの事例調査 (所内セミナーの開催)











(1) 2003 年 7 月 14 日開催:
青木 由直 北海道大学大学院工学研究科教授




























(2) 第 3 回 (2003 年 5 月 16 日開催)
講師:
中川 健朗 文部科学省科学技術・学術政策局 地域科学技術振興室長
テーマ:
日本の知的クラスター創成を目指した取組み




オランダにおけるイノベーション政策の発展 - クラスター政策から DIS (ダイナミック・イノベー
ション・システム) モデルの導入まで -
(4) 第 5 回 (2003 年 9 月 29 日開催)
講師:
井上 裕行 経済産業省 地域経済産業グループ産業クラスター計画推進室長
テーマ:
現場から見た産業クラスターの形成
(5) 第 6 回 (2003 年 12 月 17 日開催)
講師:
岡崎 英人 (社) TAMA 産業活性化協会事務局長
児玉 俊洋 経済産業研究所上席研究員
テーマ:
TAMA - 技術革新的クラスター形成への取り組み -























































1. [1] 「科学技術動向」2003 年 4 月号〜2004 年 3 月号
2. [2] 「Science & Technology Trends -Quarterly Review」No.7 〜 No.10
3. [3] 科学技術動向研究センター編著「図解 水素エネルギー最前線」工業調査会 2003 年 7
月 25 日発行






「米国の科学技術政策動向 - 2003 年 AAAS年 次コロキアム速報 -」(清貞 智会、2003 年 4
月)
「Futur - ドイツにおける需要側からの科学技術政策の展開」(丹羽冨士雄、2003 年 6 月)
「企業の科学技術人材における女性比率の拡大 - EU の政策と日本の課題 -」(伊藤裕
子、2003 年 12 月)




「日本の学術論文誌の危機とインパクトファクター 〜 JJAP からみる」(講師: 応用物理学会 鈴
木 徹 理事)
「北米における産学共同研究の実態」(講師: カナダ・マクマスター大学 Jen Shih Chang 教
授)
「欧米の研究教育状況とリタイア後の研究者」(講師: 浅野 和俊 山形大学名誉教授)
「独立法人化による大学における研究の位置づけ」(講師: カナダ・マクマスター大学 Jen Shih
Chang 教授)
「AHP (Analytic Hierarchy Process) の世界 - 公共政策に適用できる意思決定手法 -」(講師:














An APEC-Wide Foresight Study: "DNA-Analysis for Human Health in the Post-Genomic
Era" のコアグループミーティング(タイ・バンコク、2003 年 4 月)および、ワイドミーティング(タ
イ・バンコク、2003 年 8 月)に参加。
桑原 輝隆
ギリシャ政府主催の技術予測ワークショップおよび政策関係者ミーティング (ギリシャ・アテ
ネ、2003 年 6 月) に参加。
桑原 輝隆、亀岡 秋男 客員研究官
ASEANが実施する"ASEAN Technology Foresight and Scan"のワークショップ(ベトナム・ハノ
イ、2003 年 8 月)に参加。
藤井 章博
APEC 技術予測ワークショップ (タイ・バンコク、2004 年 2 月) に参加。
○海外来訪者への対応、情報交換







茂木 伸一 (2003 年 12 月まで)、伊藤 裕子、島田 純子、勝木 元也 (客員研究官)、金澤 一郎 (客
















1. (1) については、国内現地調査・インタビューを 47 件実施し、のべ 70 人以上の専門調査員
等と面談した。その成果として、(3) がある。
2. (2) については、8件の所内講演会を実施し、6 件の講演録を作成した。作成した講演録は行
政部局など広く配布し、成果の普及に努めた。
「昆虫を用いた研究の動向と今後の見通し」(講師: 理化学研究所 特別招聘研究員 名
取 俊二 氏)
「次世代ナノバイオデバイス研究の最前線と今後の展開」(講師: 徳島大学薬学部教
授、産業技術総合研究所 単一分子生体ナノ計測研究ラボ長 馬場 嘉信 氏)
「2000 年から 2010 年へのゲノム革命とそれに対応する研究組織のあり方」(講師: 東
京大学 先端科学技術研究センター システム生物医学ラボラトリー ディレクター 特任
教授 児玉 龍彦 氏)
「我国のPhysician Scientist(臨床医科学者)とTranslational Medicineの困難な現状」(講
師: 京都大学大学院医学研究科 内科学講座教授 中尾 一和 氏)
「システムバイオロジーの展望」(講師: ソニーコンピュータサイエンス研究所 副所長 北
野 宏明 氏)
「ウイルス感染症〜ポリオから SARS まで 〜」(講師: 東京大学大学院医学系研究科 教
授 野本 明男 氏)
「小さな RNA がバイオ・医学の世界を変える」(講師: 東京大学大学院工学系研究科
化学生命工学専攻 教授 多比良 和誠 氏)<講演録作成中>
「再生医療の現状とその実用化に向けた課題」(講師: 名古屋大学大学院医学研究科
頭頚部・感覚器外科学講座教授、東京大学医科学研究所 幹細胞組織医工学研究部
門 教授 上田 実 氏)<講演録作成中>
3. (3) については、科学技術動向月報の特集として7件のレポートを作成した。特集の掲載され
ている科学技術動向月報は、行政部局に留まらず、大学や大使館など広く配布した。
2003 年 4 月号「ブレインイメージング: 神経疾患の診断・治療に向けた非侵襲技術応
用研究体制強化の必要性」(客員研究官 矢野 良治)
2003 年 5 月号「エピジェネティック・がん研究の必要性」(伊藤 裕子)
2003 年 6 月号「昆虫を用いた生命科学研究の動向」(茂木 伸一、島田 純子、客員研
究官 竹田 敏)
2003 年 8 月号「ゲノム構造解析技術の研究開発の必要性」(島田 純子、茂木 伸一)
2003 年 9 月号「グライコインフォマティクス展開の必要性」(客員研究官 辻 崇一、島田
純子)
2003 年 12 月号「企業の科学技術人材における女性比率の拡大 - EU の政策と日本
の課題 -」(伊藤 裕子)






1. [1] Yuko Ito, Post-genome research toward drug Development, DNA-Analysis for Human
Health in the Post-Genomic Era: An APEC-Wide Foresight Study, APEC Center for
Technology Foresight, Bangkok, Thailand, August 26, 2003.
2. [2] Yuko Ito, Present Status of Women in Industrial Research in Japan, Women in Industrial
Research(WIR)-Conference , Berlin, Germany, October 11, 2003.
3. [3] 伊藤 裕子 「アカデミックキャリアパスにおける女性の割合」 研究・技術計画学会 第18回
年次学術大会講演要旨集, pp.149-155, 2003
4. [4] 伊藤 裕子 「ゲノム関連研究に投入した日本の政府予算」 科学技術社会論学会 第 2 回
年次研究大会予稿集, pp.147-148, 2003
5. [5] 茂木 伸一 「ライフサイエンス・医療ユニットの発足後 3 年間の成果より」 所内成果発表会
科学技術政策研究所 2003 年 12 月 9 日
6. [6] Yuko Ito, Biotechnologies for improving health in Japan, 2004 AAAS Annual Meeting,
Seattle, USA, February 15, 2004.
7. [7] 伊藤 裕子 「科学技術人材としての女性を考える - EU の政策と日本の課題 -」 第 19 回
文部科学省と科学技術振興機構(JST)研究開発戦略センターとの研究開発動向に関する打ち
合わせ 2004 年 3 月 1 日(文部科学省仮庁舎)
(論文等)
1. [8] Yuko Ito, Shin-ichi Mogi, and Terutaka Kuwahara, Post-genome research toward drug
development, APEC position paper, DNA-Analysis for Human Health in the Post-Genomic
Era: An APEC-Wide Foresight Study, APEC Center for Technology Foresight, 2003 (in
publication).
2. [9] 伊藤裕子 「科学通信 オピニオン テニュア制導入と研究ポストの多様化について」科学 8
月号 岩波書店, pp.841-842, 2003
3. [10] 伊藤裕子 「ヒトゲノムプロジェクトの歴史 - 日本において何が行われたか -」 生物学史
研究12 月号, pp.97-120, 2003
研究課題 3
情報通信分野の基盤的な動向に関する調査研究
立野 公男、亘理 誠夫、小松 裕司、藤井 章博(2003 年 6 月から)、上野 元治(客員研究官)、大見
















on Optical Communication)、IEDM '03(International Electronic Device Meeting)、AAAS '04
American Association for Advancement of Science)、Microlithography2004、APEC Work





2003 年 5 月 "R & D for Sustainable Energy & Water Supply"(R. Kircher/Siemens)
2003 年 6 月 「地球シミュレータ計画と次世代コンピュータ」(佐藤/海洋センター)
2003 年 7 月 「Res. Activities of Semiconductor Opt. Rout. Devices」(塚本/Yale大)
2003 年 7 月 「ロボティクス推進のための課題と展望」(江尻/日立)
2003 年 7 月 「ヨーロッパにおける情報市民社会」(高橋/中大・中野/関学)
2003 年 8 月 「日本の学術論文誌の危機とインパクトファクタ」(鈴木/NEC・応物)
2003 年 10 月 「ソフトウェア要求工学の現状と動向」(佐伯/東工大)
2003 年 10 月 「Bioinformatics Res. in Europe and Hitachi 」(M. Field/日立)
2003 年 11 月 「ICT Standardization: Critical View & Action Plan」(J. Hill/SUN)
(3) 調査結果は、「科学技術動向」(月報)の特集、およびトピックスとして取りまとめた。
特集 (8テーマ)
2003 年 5 月 「RFIDの動向」(小松、山田)
2003 年 6 月 「人間中心のユビキタス・コンピューティングへ向けて」(亘理)
2003 年 7 月 「ロボット技術の研究開発動向」(小松)
2003 年 11 月 「ブロードバンド時代の次世代コンテンツ配信技術」(小笠原)
2003 年 11 月 「情報システム構築の品質・信頼性向上のために」(黒川)
2003 年 12 月 「インターネットルータの技術動向」(藤井)
2004 年 1 月 「光ディスク産業の最新動向」(立野)
2004 年 3 月 「半導体製造技術の研究開発動向」(小松)
トピックス(15 報)
2003 年 4 月 「急ピッチで進む電子タグの規格標準化」(小松)
2003 年 5 月 「超広帯域(UWB)無線による通信の実験」(小松)
2003 年 6 月 「第 4 世代に向けた大容量光ディスクの提案相次ぐ」(立野)
2003 年 6 月 「次世代フッ素レーザ・ステッパのレンズ材料」(立野)
2003 年 7 月 「韓国、台湾勢VLSIシンポジウムにて発表数を急進」(小松)
2003 年 8 月 「次世代半導体微細加工技術の提案目白押し」(立野)
2003 年 9 月 「IP電話導入のインパクト広がる」(亘理)
2003 年 10 月 「JJAPと電子出版」(立野)
2003 年 11 月 「情報家電向け新OS開発が活発化」(亘理)
2003 年 11 月 「シリコンMOSトランジスタロードマップ前倒し」(小松)
2003 年 11 月 「フォトニクス技術を用いたTHz波発生」(山田、立野)
2003 年 12 月 「中国政府、EUV発表」(立野)
2004 年 2 月 「PCはデジタル家電を取り込むか」(亘理)
2004 年 3 月 「米国における研究活動への特許侵害訴訟」(亘理)
















ICO'04, Tokyo, Steering Chair. (2002.3-)
○海外
K. Tatsuno:
IEEE/LEOS Program Committee Member. (2002.3-)
5. 論文公表等の研究活動
K. Tatsuno, M. Watari, H. Komatsu & T. Ikoma :
「IT strategy in e-Japan」, Seminar at Institute d'Optique (Orsay, France) 2003. 9.30
K. Tatsuno, M. Watari, H. Komatsu & T. Ikoma :











「IT Review, e-Japan」 Seminar at Edward Gintzton Lab., Stanford Univ. (USA) 2004.2.26
小松 裕司:






15 年 12 月
藤井 章博:
電子情報通信学会年次総合大会、「技術政策としてのネットワークセキュリティ研究の重要
性」 平成 16 年 3 月
小笠原 敦:
「日本の R&D 再生に向けて」 一ツ橋ビジネスレビュー, 51巻2号pp64-78、 2003.9
研究課題 4
環境・エネルギー分野の基盤的な動向に関する調査研究
浦島 邦子 (2003 年 6 月から)、大森 良太、山本 桂香(2003 年 6 月から)、宮本 和明(2003 年 7 月
まで)、橋本 幸彦(2004 年 2 月まで)、青木 康展(客員研究官)、大迫 政浩(客員研究官)、五箇 公一



















4 月 25 日 「「生物多様性」を考える」総合地球環境学研究所 日高敏隆所長
5 月 8 日 「工業廃熱の民生部門での利用に向けて 〜高密度蓄熱装置によるOff-Line 熱輸送方式の提唱〜」飯沼 和正氏
5 月 28 日
「海水ウラン利用の動向と展望1.海水ウラン捕集技術の研究開発の現
状 2. 海水ウラン利用のシナリオと意義」 1. 日本原子力研究所高崎
研究所材料開発部 主任研究員 玉田正男氏、2. 電力中央研究所 狛
江研究所原子力システム部 魚谷正樹氏
6 月 19 日 「原子力分野の人材育成の現状と課題」九州大学 エネルギー量子工学部門 工藤和彦教授
6 月 27 日 「原子力施設におけるリスク管理の動向 〜使用済燃料中間貯蔵施設を中心に〜」東京大学 原子力研究総合センター 小佐古敏荘助教授
7 月 29 日 「国際水ビジネスと日本 〜民営化の波〜」  荏原製作所 吉村和就氏




11 月 6 日 「エネルギーマネージメントとパワーエレクトロニクス」武蔵工業大学深尾正教授
12 月 4 日 「北米における産学共同研究の実態」McMaster University Dr. JenShih Chang
1 月 28 日 「欧米の研究教育状況とリタイア後の研究者」山形大学工学部 浅野和俊名誉教授
2 月 17 日 「独立法人化による大学における研究の位置づけ」McMasterUniversity Dr. Jen Shih Chang
3. (3) 調査結果は、「科学技術動向」(月報)の特集、およびトピックスとして取りまとめた。
○ 特集 (8 テーマ)
2003 年 4 月号: 分散型電源を用いた電力供給システムの構築 - 我が国の地域特性に応じたシステムの構築を目指して - (橋本)
2003 年 5 月号: 革新的原子炉としての高温ガス炉の研究開発動向 (大森)
2003 年 9 月号: 原子力分野における人材育成の必要性・現状・課題(大森)
2003 年 10 月号: 世界における上下水道処理技術と水事業民営化の動向(浦島)
2003 年 11 月号: 地球監視・観測衛星の動向 - 衛星の縦列編隊飛行による監視・観測の高度化 - (小林客員研究官、浦島)
2004 年 2 月号: 化学物質の生態リスク評価に関する近年の動向 - 化学物質審査規制法の改正を迎えて - (五箇客員研究官、浦島)
2004 年 2 月号: パワーエレクトロニクスによるエネルギーインフラの強化に向けて(橋本)
2004 年 3 月号: 化学物質の健康影響評価における緊急の課題(青木客員研究官)
○ トピックス (16 報)
2003 年 4 月 紫外線の照射により松の葉からNO x が発生することが報告される
 米国で環境負荷物質排出ゼロを目指した石炭火力発電所の研究開発計画が提案される
2003 年 5 月 米国エネルギー省による CO 2 地中貯留フィールドテストが行われる
 マグネシウム蓄電池のプロトタイプシステムが開発される
 低温作動固体酸化物形燃料電池で 1kW 発電に成功、世界最高レベルの発電効率が達成される
2003 年 6 月 微小炭素粒子(すす)の大きな地球温暖化効果が報告される
 メタンハイドレート開発の経済性およびCO2排出量に関する研究成果が公表される
2003 年 7 月 電子ビームを用いた排煙中のダイオキシン類分解技術が開発される
 砂漠大規模太陽光発電の実現可能性に関する報告 —将来のエネルギー源としての可能性が示される—
2003 年 8 月 薬品を使わないバイオフィルム除去技術
2003 年 10 月 糖類を原料とする微生物燃料電池に関する報告
2003 年 11 月 米企業がバイオマス発電に適したスターリングエンジン発電機を発売
2003 年 12 月 高圧水蒸気でごみを肥料化・燃料化 —ダイオキシン発生をゼロ、重金属の含有量も低減—
2004 年 1 月 最近の可視光線応答型光触媒の開発状況
2004 年 2 月 オゾンホールを巡る最近の状況






















大森、水素エネルギー実用化と製造技術に求められる要件、化学装置 2003 年 4 月号 p87
- 92 (2003)
○雑誌発表 (海外)
R. Ohmori, Systems Analysis of Public Opinion Toward Nuclear Energy Using Multi-agent
Model, European Nuclear Society PIME2004, Barcelona, February (2004)
○著書
大森、科学技術動向研究センター編,「 図解水素エネルギー最前線」(分担執筆)、第 1 章 4
節「水素エネルギー導入の意義」(p18-23)、第 5 章「水素の製造」(p143-170),工業調査会,
2003 年 7 月
山本、「地球温暖化と日本 第 3 次報告 - 自然・人への影響予測 -」(分担執筆),古今書院,
2003 年 8 月
研究課題 5
ナノテクノロジー・材料分野及び製造技術分野の基盤的な動向に関する調査研究
多田 国之 客員研究官、奥和田久美、玉生 良孝、高野 潤一郎 (2003 年 12 月まで)、緒方 俊夫 客













細な調査・分析をおこなった。・2003 年 4 月「シリコン半導体デバイス研究に対する大学の関わり」
奥和田 久美 ・2003 年 7 月「材料の国際標準化からみた国際戦略の現況と課題」 緒形俊夫客員研
究官、玉生 良孝 ・2003 年 8 月「外科手術支援ロボットの導入と開発の動向」 奥和田 久美 ・2003
年 12 月「新計測技術: マルチプローブシステム - ナノ・生体材料の機能の直接計測を目指して -」
長谷川 剛 客員研究官、多田 国之 ・2004 年 1 月「発電用ガスタービン高効率化に向けた耐熱材
料の開発動向」 玉生 良孝 ・2004 年 1 月「米国『21世紀ナノテクノロジー研究開発法』における注
目点」 奥和田 久美 ○講演会の開催注目すべき動向について、専門家による講演会を開催した。
講演会で得られた情報や知見は、講演録としてとりまとめ、広く情報提供するとともに基礎資料とし
て活用した。・「医療現場における工学的革新〜最先端の医療現場は大きく変わろうとしている 〜」
講師: 九州大学大学院医学研究院 橋爪誠教授 ・「超耐熱材料の実用化戦略とエネルギー産業分
野への波及効果〜ジェット機からパワーエンジニアリングまで 〜」 講師: 物質・材料研究機構材料
研究所超耐熱材料グループ 原田 広史 ディレクター ・「ナノテクノロジーを発展させるために産学







[1] 奥和田 久美"Political Enviroment and Technology Foresight Surrouding Silicon Devices": The
2003 International Meeting for Future Electron Devices,Kansai(2003 年 7 月)において招待講演。
[2] 奥和田 久美「シリコン半導体デバイス研究を取り巻く環境に関して」: (財)新機能素子研究開発
協会 戦略的ナノデバイス研究・人材育成拠点検討委員会(2003 年 9 月)にて講演。 [3] 奥和田 久
美「分析→シナリオ→戦略 という手順による研究領域の検討〜シリコン半導体デバイス研究を例題
に〜」: 文科省とJST研究開発戦略センターとの研究開発動向に関する打ち合わせ(2003 年 11 月)
にて発表。 [4] 奥和田 久美「注目科学技術領域の発展シナリオ調査の概要」: 俯瞰的予測調査国
際ワークショップ(2004 年 3 月)にて口頭発表。 [5] 奥和田 久美「今後の産学連携のあり方 - 海外
の事例を参考に考える -」: 応用物理学会「半導体における新たな産学連携を探る」ワークショップ
(2004 年 3 月)にて講演。 [6] Jun-ichiro TAKANO,Nobuyoshi Koguchi,"A TRIAL OF GOAL
SETTING FOR SELF-ORGANIZED MATERIALS RESEARCH",Transactions of Materials Research
Society of Japan,vol28(2003) [7] Jun-ichiro Takano,Masao Doyama,Y.Kogure,"Motion and
Conversion Energies of Adatom and Adatom Clusters on Gold(001)Surface",Thn Solid
Films424(2003),pp45-49 [8] 高野 潤一郎「自己組織化材料研究」: (財)未来工学研究所メールマガ
ジン「今そこにある未来」に掲載(2003 年 8 月)。 [9] Jun-Ichiro TAKANO,"Prospect of Self-
organization in Materials Research",IUMRS Facets,Vol.2,No.3,July 2003 [10] Jun-ichiro
TAKANO,"Trends in the Research on Single Electron Electronics-Is It Possible to Break Through
the Limits of Semiconductor Integrated Circuits?-",Science & Technology Trends,July 2003 [11]
高野 潤一郎"A Fresh Dimension to Interface Research - Geometical Interface Engineering and
Research Management -",IUMRS-ICAM(2003 年 10 月横浜)にて招待講演。 [12] 高野 潤一
郎"Japanese Researchers' Perception of Materials Rsearch-based on "The 7th Technology
Foresight Survey"-",IUMRS-ICAM(2003 年 10 月横浜)にて招待講演。 [13] 玉生 良孝: "図解 水
素エネルギー最前線"(2003 年 7 月工業調査会刊行)に分担執筆。 [14] 多田 国之: "図解 水素エ
ネルギー最前線"(2003 年 7 月工業調査会刊行)に分担執筆。
研究課題 6
社会基盤・フロンティア分野の基盤的な動向に関する調査研究
横田 慎二、横尾 淑子、菅沼 克敏、中塚 勇、伊神 正貫、亀岡 秋男 (客員研究官)、香月祥太郎(客



























科学技術基本法に基づく科学技術基本計画は、第 1 期 (平成 8 〜 12 年度) が終了し、第 2 期




部科学省が、平成 15 年度の科学技術振興調整費プログラムとして第 1 期・第 2 期基本計画のレ
ビューのための調査として「科学技術の現状に関する調査」を設定した。当研究所は、平成 15 〜
16 年度の2ヵ年にわたる調査研究計画「基本計画の達成効果の評価のための調査」をとりまとめ、
応募し、本課題は平成 15 年 4 月に採択された。
2. 調査の目的






1. (1) 第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の政府研究開発投資の内容分析




5. (5) 科学技術研究のアウトプット (論文・特許) の定量的及び定性的評価
6. (6) 科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析











第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の政府研究開発投資
の内容分析




このため、本調査では第 1 期科学技術基本計画期間 (平成 8 〜 12 年度) 及び第 2 期科学技術
基本計画期間 (平成 13 年度〜) における科学技術関係経費、さらに基本計画策定以前からの拡















タ・情報を収集し、予算データベースを作成した。平成 3 年度から 15 年度当初までのデータにつ
いてほぼ収集した。主な予算分析としては、科学技術関係経費の推移と内訳、主要政策項目に関













本調査では、科学技術基本計画 (第 1 期及び第 2 期) において、定量目標の明示された施策の
達成状況を評価することを目的とする。そのため、具体的な指標を設定した後、数値データ及び情








「第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の政府研究開発投資の内容分析」の調査対象期間























































































































過去 10 年程度の進展により、現在インパクトをもたらしている技術 (以後「現在技術」と記述)
今後 10 年程度の間に、インパクトをもたらすと考えられる技術 (以後「将来技術」と記述)












2003 年度は、第 1 〜 7 回技術予測調査の技術課題を参考に専門家の意見も聞きつつ重点 8 分






第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の主要国における施
策動向調査及び達成効果に係る国際比較分析









とした現地調査を行う。具体的には、第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中における主要
国・地域の関連政府施策の動向・達成効果の調査及び国際比較分析を行うとともに、海外科学技術




















(1) 第 1 回 (2003 年 5 月 30 日)
講師:
ケイ・コイズミ 全米科学振興協会 (AAAS) R&D 予算・政策プログラム長 (Kei Koizumi)










(3) 第 3 回 (2003 年 10 月 6 日)
講師:




(4) 第 4 回 (2003 年 10 月 10 日)
講師:
山田 直 当研究所国際客員研究官 (在ロンドン)
テーマ:
英国における産学連携の最新動向及び大学評価システム改革への取組み
(5) 第 5 回 (2003 年 10 月 21 日)
講師:
ジョージ・ヒートン 米Worcester工芸大学管理・社会科学準教授 (George R.Heaton, Jr.)




(6) 第 6 回 (2004 年 3 月 2 日)
講師:




(7) 政策研国際セミナー (2003 年 11 月 18 日)
講師:



















を目標とする。また、次期基本計画が対象とする期間を踏まえ、2015 年を中心として今後 30 年間
の科学技術の姿を俯瞰的に把握することを調査設計の基本とする。
2. 調査研究の概要
本調査は、平成 15 年度〜平成 16 年度にわたり科学技術振興調整費に基づき実施するものであ




































































3 月 3 日 欧州におけるForesightの最新動向ならびに日本の動向に関する講演会
3 月 4 日 俯瞰的予測調査の概要説明ならびに関係者による討論会
海外招聘者:
2 名
Prof. Ian Miles (英 マンチェスター大学)
Prof. Stefan Kuhlmann (独 フラウンホーファー協会システム・技術革新研究所)
3 月 3 日 講演会 予測調査関係者、在京大使館関係者、行政関係者など 125 名
3 月 4 日 討論会 予測調査関係者など 43 名


























































































従来使用してきた ISP (インターネットサービスプロバイダ) である省際研究情報ネットワーク (IMnet:
Inter-Ministry Research Information Network) の学術情報ネットワーク (SINET) への統合に伴い平












調査研究に資するため、外国雑誌 41 誌、国内雑誌 49 誌を購読した。
雑誌以外の現在の政策研資料は以下のとおり
政策研登録図書 2,025 冊  
・ 政策研内図書 1,099 冊 (うち、政策研成果物 834 冊)
・ 外部倉庫 926 冊  
(4) 週間メールニュースの発信について
国内外の科学技術に関する政策動向を収集し、所内及び関係機関に提供する活動をしており、平
成 15 年度内に 47 報を提供した。調査対象は、日本のほか米国、欧州連合 (EU)、イギリス、フラン











1.  1. 全米科学財団 (NSF) <米国>
(1989.1.5)
2.  2. ハーバード大学JFK科学技術・公共政策プログラム <米国>
(1989.2.27/2003.5.6更新)
3.  3. エジンバラ大学 <英国>
(1989.6.2/2001.4.1更新)
4.  4. マサチューセッツ工科大学 (MIT) <米国>
(1989.6.8)
5.  5. フラウンホーファー協会 システム・技術革新研究所 (ISI) <ドイツ>
(1990.2.5/2003.3更新)
6.  6. 科学技術政策研究院 (STEPI) <韓国>
(1993.3.8/2002.10.1更新)
7.  7. マンチェスター大学 工学・科学技術政策研究所 (PREST) <英国>
(1993.10.1/2002.10.1更新)
8.  8. ジョージメイソン大学 公共政策研究所 <米国>
(1993.12.28/2003.6.20更新)
9.  9. 科学技術観測所 (OST) <フランス>
(1994.1.1/2003.5.7更新)
10. 10. 国家科学技術部科学技術促進発展研究中心 <中国>
(1994.1.18/2003.3.4更新)
11. 11. 青少年・国民教育・研究省研究局及び技術局 <フランス>
(1994.5.20)
12. 12. 国際応用システム分析研究所 (IIASA) <国際機関>
(1998.6.1/2002.12.24更新)
13. 13. ジョージア工科大学 <米国>
(1999.7.1/2003.9.9更新)
14. 14. イノベーションシステム庁 (VINNOVA) <スウェーデン>
(2000.6.15/2001.10.17更新)
15. 15. ノースキャロライナ大学 <米国>
(2000.9.1)
16. 16. フィンランドアカデミー及びフィンランド技術庁 (TEKES) <フィンランド>
(2001.10.15)
(   ) は書簡交換日
(2) 国際会議への出席等の海外出張
1.  1. APEC技術予測センター・コアグループミーティング出席 (タイ)
(出張者: 茂木科学技術動向研究センター主任研究官、2003.4.2〜4.8)
2.  2. APEC技術予測センター・コアグループミーティング出席 (タイ)
(出張者: 伊藤科学技術動向研究センター主任研究官、2003.4.2〜4.8)
3.  3. 米国ナノテクノロジーおよびナノテクベンチャー動向調査 (米国)
(出張者: 奥和田科学技術動向研究センター上席研究官、2003.4.20〜5.1)
4.  4. OECD/NESTI会合ならびに関連コア・グループ会合への参加 (仏国)
(出張者: 伊地知第1研究グループ主任研究官、2003.5.31 〜6.7)
5.  5. 欧州における科学技術政策動向に係るベンチマーク調査及びEU国際会議「欧州研究圏
のガバナンス」出席 (英国、ベルギー、仏国)
(出張者: 斎藤第3調査研究グループ総括上席研究官、2003.6.8 〜6.15)
6.  6. ギリシア技術予測ワークショップおよび政策関係者ミーティング出席 (ギリシア)
(出張者: 桑原科学技術動向研究センター長、2003.6.21〜6.27)
7.  7. OECD / CSTP / GSF 会合出席 (仏国)
(出張者: 川崎第2研究グループ上席研究官、2003.6.30 〜7.1)
8.  8. 先端材料加工製造技術国際会議出席 (スペイン)
(出張者: 玉生科学技術動向研究センター客員研究協力官、2003.7.1〜7.13)
9.  9. 地域イノベーション海外事例調査及び基本計画レビュー米国政策動向調査・米側関係者
との打ち合わせ (米国)
(出張者: 斎藤第3調査研究グループ総括上席研究官、2003.7.20 〜7.27)
10. 10. NSFの研究開発・イノベーション統計の見直しに関するワークショップへの参加 (米国)
(出張者: 伊地知第1研究グループ主任研究官、2003.7.23 〜7.27)
11. 11. ASEAN技術予測・探索プロジェクトワークショップ出席 (ベトナム)
(出張者: 桑原科学技術動向研究センター長、2003.8.3〜8.6)
12. 12. APEC技術予測センター・ワイドミーティング出席 (タイ)
(出張者: 茂木科学技術動向研究センター主任研究官、2003.8.3〜8.6)
13. 13. APEC技術予測センター・ワイドミーティング出席 (タイ)
(出張者: 伊藤科学技術動向研究センター主任研究官、2003.8.3〜8.6)





16. 16. 独国における基本計画の達成効果の評価のための調査 (独国)
(出張者: 俵第3調査研究グループ客員研究協力官、2003.9.28 〜10.4)
17. 17. 科学技術研究分野における女性人材に関する会議出席 (独国)
(出張者: 伊藤科学技術動向研究センター主任研究官、2003.10.9〜10.13)
18. 18. 産学連携・地域イノベーション先進事例 / 科学技術人材育成・確保関連施策動向調査
(中国)
(出張者: 角南第3調査研究グループ客員研究官、2003.10.15 〜10.18)
19. 19. 産学連携・ベンチャー創出動向調査 (中国)
(出張者: 岩本第3調査研究グループ研究官、2003.10.15 〜10.24)
20. 20. テドクバレーにおける地域イノベーションの最新動向調査 (韓国)
(出張者: 前田第3調査研究グループ客員研究官、2003.11.12 〜11.15)
21. 21. テドクバレーにおける地域イノベーションの最新動向調査 (韓国)
(出張者: 計良第3調査研究グループ上席研究官、2003.11.12 〜11.15)
22. 22. 米国原子力学会冬季大会2003出席 (米国)
(出張者: 大森科学技術動向研究センター主任研究官、2003.11.16〜11.22)






国際ワークショップ (於ウィーン大学) 出席 (オーストリア)
(出張者: 小田切第1研究グループ総括主任研究官、2003.12.2 〜12.8)
26. 26. IEEE国際電子デバイス学会出席 (米国)
(出張者: 小松科学技術動向研究センター客員研究協力官、2003.12.7〜12.12)
27. 27. 第3回環太平洋プラズマ技術国際シンポジウム出席 (台湾)
(出張者: 浦島科学技術動向研究センター上席研究官、2003.12.14〜12.18)
28. 28. 韓国における科学技術理解増進対策に関する調査 (韓国)
(出張者: 渡辺第2調査研究グループ上席研究官、2003.12.16 〜12.19)
29. 29. 生命倫理北京国際会議出席 (中国)
(出張者: 牧山第2調査研究グループ主任研究官、2004.1.4 〜1.8)
30. 30. NESTIオスロ・マニュアル改訂フォーカス・グループ 1 会合への参加 (仏国)
(出張者: 伊地知第1研究グループ主任研究官、2004.2.5 〜2.9)





33. 33. 2004年全米科学振興協会(AAAS)年次会合出席他 (米国)
(出張者: 斎藤第3調査研究グループ総括上席研究官、2004.2.12 〜2.22)





36. 36. Microlithography会議出席、スタンフォード大学訪問他 (米国)
(出張者: 立野科学技術動向研究センター客員研究官、2004.2.21〜2.29)
37. 37. アジア各国大学における先端ナノファブリケーション施設の運営方法調査 (韓国、台湾)
(出張者: 横田科学技術動向研究センター主任研究官、2004.2.22〜2.28)
38. 38. アジア各国大学における先端ナノファブリケーション施設の運営方法調査 (韓国、台湾)
(出張者: 奥和田科学技術動向研究センター上席研究官、2004.2.22〜2.28)
39. 39. 技術予測に関するワークショップ出席他 (タイ)
(出張者: 藤井科学技術動向研究センター主任研究官、2004.2.22〜2.29)
40. 40. シンガポールにおける科学技術理解増進対策に関する調査 (シンガポール)
(出張者: 渡辺第2調査研究グループ上席研究官、2004.3.2 〜3.5)
41. 41. AUTM2004年次総会出席 (米国)
(出張者: 野長瀬第3調査研究グループ客員研究官、2004.3.3 〜3.7)
42. 42. World's Best Technologies 2004出席 (米国)
(出張者: 中山第2研究グループ客員研究官、2004.3.20 〜3.25)
43. 43. 「新たな生命科学技術と人間性の視野」会議出席 (イタリア)
(出張者: 牧山第2調査研究グループ上席研究官、2004.3.21 〜3.25)
44. 44. 第8回総合環境ビジネス見本市出席及びCRESTE環境担当者との情報交換 (カナダ)
(出張者: 浦島科学技術動向研究センター上席研究官、2004.3.25〜4.4)
(3) 海外からの研究者等の受け入れ
(   ) は期間及び制度
1.  1. Dr. William A. Blanpied: NSF前東京事務所長
(2003.3.16〜4.26、NSF短期招へいプログラム)
研究課題: 第二期科学技術基本計画の実施




1.  1. 渡辺 泰司: タイ国家科学技術庁 (NSTDA) 政策アドバイザー
Dr. Patarapong Intarakumnerd: 同全国イノベーション・システム・プロジェクト・マネージャー
(2003.5.19)
2.  2. Mr. Bjorn Haugstad: ノルウェー教育・研究副大臣他
(2003.5.26)
3.  3. Ms. Denise Lievesley: UNESCO統計院長
(2003.6.2)
4.  4. Prof. Christopher T. Hill: 米国ジョージ・メイソン大学教授 (研究担当副学長代理)
Prof. George R. Heaton, Jr.: 同マネージング・プリンシパル
Prof. Patrick H. Windham: 同プリンシパル
(2003.6.20)
5.  5. 小石 恭子: ニュージーランド科学技術省科学技術コーディネーター
Mr. Peter F. T. Kell: ニュージーランド大使館 (科学技術担当)
(2003.6.24)
6.  6. Prof. Edward G. Krubasik: 独国シーメンス社
Dr. Ralph Guendling: 同駐日代表
Dr. Roland Kircher: 同技術推進室長
(2003.7.3)
7.  7. Dr. Steven W. Collins: 米国ワシントン大学ボセル校教養学部助教授
(2003.7.18)
8.  8. Mr. QIU Hua-sheng: 中国科学院国際合作局アジア・アフリカ・ラテンアメリカ課長
(2003.8.13)
9.  9. Mr. Stephane ROY: 仏国大使館科学技術部バイオテクノロジー・生命科学担当官
Mr. Gregoire FAGES: 同補佐
(2003.8.26)
10. 10. Ms. SHEN Hua: 中国科学院科学技術政策局局長補佐・副教授
(2003.8.29)
11. 11. Dr. Gerald Hane: 米国Globalvationコンサルタント代表
(2003.10.3〜7)
12. 12. 山田 直: 文部科学省科学技術政策研究所国際客員研究官 (英国ロンドン在住)
(2003.10.9〜10)
13. 13. Prof. George R. Heaton, Jr.: 米国Worcester工芸大学管理・社会科学準教授
Prof. Christopher T. Hill: 米国ジョージ・メイソン大学教授 (研究担当副学長代理)
(2003.10.10〜12)




15. 15. Dr. Martyn Field: アイルランド日立ダブリン研究所長
(2003.10.31)








17. 17. Dr. Jos Leyten: TNO戦略・科学技術・政策主席研究員
Prof. Ben Dankbaar: オランダナイメーヘン大学経営学部教授
(2003.11.11)
18. 18. Dr. John L. Hill: サン・マイクロシステムズ社
(2003.11.12)
19. 19. Dr. William A.Blanpied: 米国George Mason大学客員上席研究員 (当所国際客員研究官)
(2003.11.18)
20. 20. Prof. Jen-Shih Chang: カナダ マクマスター大学教授
(2003.12.4)
21. 21. Dr. Ugur Muldur: 欧州委員会研究総局K局3課長
Dr. Henri Delanghe: 同課科学官
(2004.1.14)
22. 22. 山田 直: 科学技術政策研究所国際客員研究官
(2004.2.2〜3)
23. 23. Prof. Richard R. Nelson: 米国コロンビア大学教授
Prof. Scott Shane: 米国ケースウエスタンリザーブ大学教授
Prof. Alan Hughes: 英国ケンブリッジ大学教授
Prof. Luigi Oresenigo: 伊国ボッコーニ大学教授
Prof. Ashish Arora: 米国カーネギーメロン大学教授
(2004.2.12)
24. 24. Prof. Lee Branstetter: 米国コロンビア大学教授
Prof. Robert Kneller: 東京大学教授
Prof. John Walsh: 東京大学教授
(2004.2.13)
25. 25. Prof. Jen-Shih Chang: カナダマクマスター大学工学部教授
(2004.2.17)
26. 26. Dr. William A.Blanpied: 米国George Mason大学客員上席研究員 (当所国際客員研究官)
(2004.2.23〜24)
27. 27. Dr. Nicole Dewandre: EU研究総局「女性と科学」課長
(2004.2.24)
28. 28. Prof. Stefan Kuhlmann: 独国フラウンホーファー協会システム・技術革新研究所 技術分
析・イノベーション戦略部長
Prof. Ian Miles: 英国マンチェスター大学技術革新・競争力研究センター教授
(2004.3.3〜4)
29. 29. Dr. James Richard Moore: 英国オープン大学上級講師
Mr.Randal Keynes: 英国ダーウィン・トラスト理事
(2004.3.16)
30. 30. Prof. Cary Y. Yang: 米国サンタクララ大学教授
(2004.3.19)
31. 31. Dr. James Moor: 英国オープン大学上級講師
Mr. Randal Keynes: 英国ダーウィン・トラスト理事
Dr. Olivia Judson: 英国ロンドン大学研究員
(2004.3.22)
32. 32. Prof. Luke Georghiou: 英国マンチェスター大学工学科学技術政策研究所 (PREST) 所長
(2004.3.23〜24)
33. 33. Mr. Lennart Stenberg: スウェーデンイノベーション・システム庁 (VINNOVA) イノベーショ
ン・システム分析部分析官、顧問
Mr. Lennart Elg: 同庁イノベーション・システム分析部分析官





1.  No.9 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究」
(第３調査研究グループ, 2004.3)
調査資料
1.  No.97 「我が国の科学雑誌に関する調査」
(第２調査研究グループ, 2003.5)
2.  No.98 「先端的計測・分析機器の現状と今後の課題 〜科学技術専門家ネットワーク アン
ケート調査結果〜」
(科学技術動向研究センター, 2003.7)
3.  No.99 「科学館等における科学技術理解増進活動への参加が参加者に及ぼす影響につ
いて - 科学技術館サイエンス友の会・日本宇宙少年団を例として -」
(第２調査研究グループ, 2003.11)
4.  No.100 「科学技術理解増進と科学コミュニケーションの活性化について」
(第２調査研究グループ, 2003.11)
5.  No.101 「科学技術国際協力の現状」
(第２研究グループ, 2003.11)
6.  No.102 「国際級研究人材の養成・確保のための環境と方策 (アンケート調査の結果より) -
『個人を活かす』ためのシステムへの移行 -」
(第１調査研究グループ, 2003.12)
7.  No.103 「博士号取得者の就業構造に関する日米比較の試み - キャリアパスの多様化を
促進するために -」
(第１調査研究グループ, 2003.12)
8.  No.104 「『研究開発戦略と科学技術政策』研究セミナー報告論文集」
(第１研究グループ, 2004.2)
DISCUSSION PAPER
1.  No.30 「大学における研究の評価に関する理論と実際 - システム的視点」
(第１研究グループ 伊地知 寛博, 2003.10)
2.  No.31 「Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese Multinationals」
(第１研究グループ 岩佐 朋子, 2003.11)
3.  No.32 「Determinants of R&D Boundaries of the Firm : An Empirical Study of
Commissioned R&D, Joint R&D, and Licensing with Japanese Company Data」
(第１研究グループ 中村 健太、小田切 宏之, 2003.11)
4.  No.33 「ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討」
(第２調査研究グループ 牧山 康志, 2004.1)
5.  No.34 「Joint ventures and the scope of knowledge transfer : Evidence from U.S. - Japan
patent licenses」
(第１研究グループ 和田 哲夫, 2004.3)
6.  No.35 「Running royalty and patent citations : the role of measurement cost in unilateral
patent licensing」
(第１研究グループ 和田 哲夫, 2004.3)
7.  No.36 「日本企業による海外への技術輸出: ライセンスと直接投資の選択に関する実証分
析」
(第１研究グループ 岩佐 朋子, 2004.3)
(2) 講演会の開催
Prof. Juergen Mueller (ドイツ経済研究所及びベルリン・スクール・オブ・エコノミクス教
2003.04.07 授)





2003.04.16 名取 俊二 (理化学研究所特別招聘研究員)「昆虫を用いた研究の動向と今後の見通し」
















2003.05.14 河田 惠昭 (京都大学防災研究所巨大災害研究センター長・教授)「自然災害への備えと危機管理」
2003.05.16 中川 健朗 (文部科学省科学技術・学術政策局地域科学技術振興室長)第3回地域クラスターセミナー「日本の知的クラスター創世を目指した取組み」







Mr. Kei Koizumi (全米科学振興協会 (AAAS) R&D 予算・政策プログラム長)
第 1 回基本計画レビューセミナー「米国の R&D 関連予算動向の詳細分析」
清貞 智会 (米国 SRI インターナショナル社科学技術・経済発展センター上級科学技術
政策アナリスト)
第1回基本計画レビューセミナー「米国の政策動向のマクロ・ミクロ分析」






Mr. Philip J. Wijers (オランダ大使館科学技術参事官 (経済産業研究所との共催))
第 4 回地域クラスターセミナー「オランダにおけるイノベーション政策の発展 - クラス











「2000 年から 2010 年へのゲノム革命とそれに対応する研究組織のあり方」
2003.07.14
青木 由直 (北海道大学大学院工学研究科教授 / 高橋 昭憲: データクラフト代表取
締役)
「札幌 IT クラスターの現状と課題」
2003.07.16 中尾 一和 (京都大学大学院医学研究科内科学講座教授)「我国の Physician Scientist (臨床医科学者) と Translational Medicine の困難な現状」
2003.07.17 江尻 正員 (工学博士、元日立製作所中央研究所/機械研究所技師長)「ロボティックス推進のための課題と展望」
2003.07.22
桑原 輝隆 (科学技術政策研究所科学技術動向研究センター長)
「調査資料 - 98 『先端的計測・分析機器の現状と今後の課題』 〜科学技術専門家ネッ
トワークアンケート調査結果〜」





2003.07.29 吉村 和就 ((株)荏原製作所グローバルマーケティング総括)「国際水ビジネスと日本 〜民営化の波〜」
2003.08.05 鈴木 徹 ((社)応用物理学会理事)「日本の学術論文誌の危機と『インパクトファクター』 - JJAP からみる」
2003.08.20 野本 明男 (東京大学大学院医学系研究科教授)「ウイルス感染症〜ポリオから SARS まで 〜」
2003.08.29 Ms. SHEN Hua (中国科学院科学技術政策局長補佐・副教授)「中国科学院知識革新プログラムによる国家革新体系の構築と人材育成について」
2003.09.09 多比良和誠 (東京大学大学院工学系研究科化学生命工学専攻教授)「小さな RNA がバイオ・医学の世界を変える」
2003.09.11








2003.09.29 井上 裕行 (経済産業省地域経済産業グループ産業クラスター計画推進室長)第5回地域クラスターセミナー「現場から見た産業クラスターの形成」
2003.10.06







2003.10.16 佐伯 元司 (東京工業大学大学院情報理工学研究科計算工学専攻教授)「ソフトウェア要求工学技術の現状と動向」
2003.10.21
Prof. George R. Heaton, Jr (米国Worcester工芸大学管理・社会科学準教授)
Prof. Christopher T. Hill (米国ジョージ・メイソン大学教授 (研究担当副学長代理))
第5回基本計画レビューセミナー「米国の科学者・技術者の教育・キャリアパス 〜 R&D
重点化と科学技術人材育成のあり方に係る国際比較」
2003.10.27 西 義雄 (スタンフォード大学電気工学科研究教授)「ナノテクノロジーを発展させるために産学連携はどうあるべきか」
2003.10.27
Prof. Bruno van Pottelsberghe (ブリュッセル自由大学ソルヴェイビジネススクール副学
部長、MBAディレクター及び一橋大学イノベーション研究センター客員教授)
「知識の源泉と学術特許の価値 - ベルギーの大学について」
2003.10.31 Dr. Martyn Field: 日立ダブリン研究所長「ヨーロッパと日立ダブリン研究所におけるバイオインフォマティクス研究」
2003.11.06 深尾 正 (電気学会会長 武蔵工業大学機械システム工学科教授)「エネルギーマネージメントとパワーエレクトロニクス」
2003.11.12 Mr. John L. Hill (Standards Strategist San Microsystems)「情報通信技術における標準化 - 厳しい視点とアクションプラン -」
2003.11.18




2003.12.04 Dr. Jen-Shih Chang (カナダマクマスター大学教授)「北米における産学共同研究の実態」
2003.12.17
岡崎 英人 (社団法人首都圏産業活性化協会 (通称: (社)TAMA産業活性化協会)事務
局長)
児玉 俊洋 (経済産業研究所上席研究員 (モデレータ兼務))











2004.02.17 Dr. Jen-Shih Chang (カナダマクマスター大学工学部教授)「独立法人化による大学における研究の位置づけ」
2004.02.24 Dr. Nicole Dewandre (EU研究総局「女性と科学」課長)「EU の科学技術人材」
2004.02.27 木下 栄蔵 (名城大学都市情報学部教授)「AHP (Analytic Hierarchy Process)の世界 - 公共政策に適用できる意思決定手法 -」
2004.03.02


























「補助金と研究開発投資 - わが国の科学技術系新規創業企業の例」 
小田切宏之 (第１研究グループ総括主任研究官)

















1) 小嶋典夫、鈴木研一「国際級研究人材の国別分布推定の試み」(調査資料-87、平成 14 年 7 月)




平成 15 年 12 月 15 日付 共同通信Web
「個人重視と武者修行が重要 国際的に活躍する研究者」
平成 15 年 12 月 16 日付 産経新聞朝刊28面
「著名な賞の受賞者ら 昔『自然児』今は科学者 文科省が調査」
平成 15 年 12 月 16 日付 日刊工業新聞朝刊35面
「講座制・純血主義 若手育成の障害に 世界級の研究者ら指摘」
平成 15 年 12 月 17 日付 日本工業新聞朝刊2面
「優秀な研究者 子供時代からのびのび勉強 文科省調査 成長のカギは『自由』」
平成 15 年 12 月 17 日付 毎日新聞朝刊28面
「『褒め上手』が一流育てる 君ぐらいできる人はもっと自信を持て 国際級研究者を調査 文科
省」
平成 15 年 12 月 19 日付 科学新聞1面
「有名な研究者ほど競争力低下 科学技術政策研がアンケート調査 日本の厳しい現状明らか
に」
平成 16 年 2 月 3 日付 読売新聞朝刊2面
「子供時代の知的刺激が一流生む * 研究者調査」
3) 下村智子、今井寛 「博士号取得者の就業構造に関する日米比較の試み」(調査資料-103、平成
15 年 12 月)
平成 16 年 1 月 12 日付 日刊工業新聞朝刊13面
「米国の理系博士 4 人に 1 人は非研究者職 文科省調べで判明 日本も多様な受け皿必要」
4) 三浦有紀子 「生命科学分野の海外在住日本人研究者の現状」




平成 15 年 11 月 5 日付 日刊工業新聞
「科学博物館『友の会』など組織活動 理科好きのきっかけに進路選択にも影響」
平成 15 年 11 月 11 日付 読売新聞
「科学オンチ解消へ、『コミュニケーター』養成」
平成 15 年 11 月 12 日付 日刊工業新聞
「科技知識を広める人不足 専門家の育成必要」
平成 15 年 11 月 12 日付 読売新聞
「科学解説のプロ養成 専門大学院の設置提案」
平成 15 年 11 月 17 日付 日本経済新聞
「科学と国民の『橋渡し役』必要 文科省政策研が提言」
平成 16 年 1 月 28 日付 日本工業新聞
「科学コミュニケーター養成を!」
平成 16 年 3 月 7 日付 産経新聞
「講演会『ダーウィンで科学を楽しむ』」
平成 16 年 4 月号 日経サイエンス
「講演会『ダーウィンで科学を楽しむ』」
平成 16 年 3 月 29 日付 日刊工業新聞
「小・中学校の理科教育 地元科学館を活用する生徒 『好き』全国平均上回る」
2) 「科学技術情報とメディアに関する研究」
平成 15 年 6 月 4 日付 産経新聞
「科学雑誌の部数が激変 米の10分の1」
平成 15 年 6 月 5 日付 朝日新聞
「若者層離れて……科学雑誌ピンチ」
平成 15 年 6 月 5 日付 日刊工業新聞
「子供の理科離れ反映?科学雑誌 80 年代のブーム去る 文科省まとめ発行部数3分の1に」
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「Japan's Vanishing Breed」
平成 15 年 6 月 13 日付 日本工業新聞
「日本の科学雑誌の発行部数 (人口比) 米国の 10 分の 1 以下」
平成 15 年 7 月 25 日付 日本出版学会
「雑誌部会・デジタル出版部会 進む理科離れに警鐘」
科学技術動向研究センター
1) 中塚 勇、横田慎二、桑原輝隆 「先端的計測・分析機器の現状と今後の課題」 (調査資料-
98、2003年7月)
平成 15 年 5 月 22 日付 日刊工業新聞
「研究室の分析・計測機器 日本製、6 割が半数以下」
平成 15 年 5 月 22 日付 毎日新聞
「国産分析機の開発を」
平成 15 年 5 月 26 日付 日経新聞
「バイオなど最先端の研究機器 『弱い日本勢』に警鐘 コスト高・技術低下招く」
平成 15 年 6 月 30 日付 日本工業新聞




平成 15 年 7 月 3 日付 日経産業新聞
「生命科学研究機器 海外製品に高い依存」
平成 15 年 7 月 3 日付 日刊工業新聞
「先端的な計測・分析機器開発 操作性・利便性などトータルな視点必要」
平成 15 年 7 月 21 日付 日刊工業新聞
「社説 先端計測・分析機器 産学官連携、ナショプロで開発を」
2) 科学技術動向 2004 年 2 月号 (No.35)
平成 16 年 3 月 16 日付けフジサンケイビジネスアイ
「タイヤの空気を自動で補充」






を対象に、第 1 期及び第 2 期の研修プログラムを実施した。
(1) 第 1 期研修プログラム [計 5 テーマ]
科学技術政策研究に係る基礎的プラクティスに関する研修プログラムを平成15年4月下旬から5月
上旬に実施した。テーマ及び講師は以下のとおり。
第 1 回 基本計画下の科学技術政策展開の方向性と当研究所の果たすべき役割 〜次期基
本計画策定に向けた基盤的調査の重要性〜
講 師 : 斎藤 尚樹 (企画課長)
第 2 回 第 1 期・第 2 期科学技術基本計画の達成効果と今後の課題 〜「基盤的調査」の進
め方への示唆: 海外政策ウォッチャーの視点〜
講 師 : Dr. William Blanpied (元 NSF 東京事務所長)
第 3 回 重点化戦略の形成と技術予測
講 師 : 桑原 輝隆 (科学技術動向研究センター長)
第 4 回 科学技術動向研究センター 〜 科学技術動向研究センターの活動の紹介 〜: 専門
家コミュニティと行政部局との双方向のインターフェイス強化を目指して
講 師 : 横田 慎二 (科学技術動向研究センター主任研究官)
第 5 回 「需要」側からの科学技術政策の展開 - 独 Futur を例として
講 師 : 丹羽 冨士雄 (客員総括研究官・政策研究大学院大学教授)
(2) 第 2 期研修プログラム [計 3 テーマ]
科学技術政策研究に係る実践的スキルの向上を目的として、平成 16 年 3 月上旬から中旬に外部
専門家の協力を得て実施した。テーマ及び講師は以下のとおり。
第 1 回 研究者のいうことは新聞記者でも分からない
講 師 : 藤本 暸一 (科学技術振興機構広報参与・早稲田大学知的財産本
部参与・客員研究官・元日刊工業新聞編集委員)
第 2 回 「世論調査」の歴史と理論と実践
講 師 : 吉野 諒三 (統計数理研究所助教授)
第 3 回 現実社会を読み解く技法 - 社会調査の可能性と限界 -
講 師 : 岩永 雅也 (放送大学教授)
12. 参考資料
(1) 研究実績
 NISTEP REPORT (表題末尾の◎は英文のみ、＊は英語版あり、を示す)
< No.1 > 「理工系学生の就職動向について」 ＊
(第１調査研究グループ, 1989.6)
< No.2 > 「科学技術に対する社会の意識について」 ＊
(第２調査研究グループ, 1989.6)
< No.3 > 「アジアのエネルギー消費構造の実態把握と地球環境に関する今後の課題につ
いて(中間報告)」
(第４調査研究グループ, 1989.7)
< No.4 > 「地域における科学技術振興に関する基礎調査」
(第２研究グループ, 1989.3)
< No.5 > 「共同研究における参加企業に関する調査研究」 ＊
(第３調査研究グループ, 1989.8)
< No.6 > 「科学技術連関モデルの理論的枠組」
(第１研究グループ, 1989.9)
< No.7 > 「自然科学系博士号取得の量的日米比較」＊
(第１調査研究グループ, 1989.12)
< No.8 > 「我が国の主要企業における『基礎研究』について」 ＊
(第１調査研究グループ, 1990.1)
< No.9 > 「特許出願からみた研究開発の動向」
(第２研究グループ, 1990.3)
< No.10 > 「表彰制度からみた我が国の科学技術動向」
(第２調査研究グループ, 1990.3)
< No.11 > 「地域における科学技術振興に関する基礎調査」
(第４調査研究グループ, 1990.3)
< No.12 > 「大学の進学希望者の進路選択について」 ＊
(第１調査研究グループ, 1990.8)
< No.13 > 「バイオテクノロジーの開発利用とその影響に関する調査研究 - バイオテクノロ
ジーの実用化とその課題 -」
(第４調査研究グループ, 1990.9)
< No.14 > 「研究開発のダイナミックス」 ＊
(第１研究グループ, 1990.9)
< No.15 > 「企業(製造業)が『造る集団』から『考える集団』に」 ＊
(第３調査研究グル - プ, 1991.3)
< No.16 > 「我が国と海外諸国間における研究技術者交流 - 統計データによる調査 -」 ＊
(第２調査研究グループ, 1991.3)
< No.17 > 「科学技術に関する社会的コミュニケーションの在り方の研究」 ＊
(第２調査研究グループ, 1991.3)
< No.18 > 「国際技術移転の進捗度の測定と分析に関する一考察」 ＊
(第３調査研究グループ, 1991.4)
< No.19 > 「体系科学技術指標」＊
(第２研究グループ, 1991.9)
< No.20 > 「国立試験研究機関と基礎研究」＊
(第１調査研究グループ, 1991.9)
< No.21 > 「アジア地域のエネルギー消費構造と地球環境影響物質(SOx、NOx、CO2) 排
出量の動態分析」＊
(第４調査研究グループ, 1991.9)
< No.22 > 「科学技術連関モデルの開発 - 数量評価と科学技術政策への含意 -」
(第１研究グループ, 1992.3)
< No.23 > 「地域における科学技術振興に関する調査研究 - 都道府県及び政令指定都市
の科学技術政策の現状と課題 -」
(第４調査研究グループ・第２研究グループ, 1992.8)
< No.24 > 「青少年に向けた科学技術活動関連情報発信の新しいあり方 - 高校生の進路
選択意識と科学技術観の分析から -」＊
(第１調査研究グループ, 1992.10)
< No.25 > 「第 5 回技術予測調査 - 我が国における技術発展の方向性に関する調査 -
」＊
(第２調査研究グループ, 1992.11)
< No.26 > 「国家科学技術プログラムの分析(中間報告) - フレームワークの検討と予備的
分析 -」＊
(第１研究グループ, 1993.1)
< No.27 > 「アジア地域のエネルギー利用と地球環境影響物質(SO x、NOx、CO2) 排出量
の将来予測」＊
(第４調査研究グループ, 1993.3)
< No.28 > 「我が国の大学における基礎研究 - 大学研究者による講演に基づく一考察 -」
(第１調査研究グループ, 1993.3)
< No.29 > 「日本企業にみる戦略的研究開発マネジメント」 ＊
(第２調査研究グループ・第２研究グループ, 1993.7)
< No.30 > 「女性研究者の現状に関する基礎調査」
(第１調査研究グループ, 1993.7)
< No.31 > 「 R&D 購買力平価の開発」＊
(第３調査研究グループ, 1994.3)
< No.32 > 「地球環境問題における企業対応の現状と評価」
(第４調査研究グループ, 1994.3)
< No.33 > 「Outlook for Japanese and German Future Technology」◎
(技術予測調査研究チーム, 1994.4)
< No.34 > 「科学技術が人間・社会に及ぼす影響に関する調査」
(第２調査研究グループ, 1994.3)
< No.35 > 「数値シミュレーションによる技術貿易継続契約の構造解析」
(第３調査研究グループ, 1994.8)
< No.36 > 「日本の技術輸出の実態(平成4年度)」
(第３調査研究グループ, 1994.11)
< No.37 > 「科学技術指標 - 日本の科学技術活動の体系的分析 - (平成6年版)」 ＊
(科学技術指標プロジェクトチーム, 1995.1)
< No.38 > 「サイエンス&テクノロジーパークの開発動向に関する調査研究」
(第２研究グループ, 1995.2)
< No.39 > 「地域における科学技術振興に関する調査研究(第 2 回調査)」 ＊
(第４調査研究グループ、第２研究グループ, 1995.3)
< No.40 > 「生活関連科学技術課題に関する意識調査(中間報告)」
(生活関連科学技術政策調査研究プロジェクトチーム, 1995.3)
< No.41 > 「日本の技術輸出の実態(平成5年度)」 ＊
(第３調査研究グループ, 1995.12)
< No.42 > 「日独技術予測調査」
(技術予測調査研究チーム, 1995.12)
< No.43 > 「日本企業の海外における研究開発のパフォーマンスに関する調査」
(第２調査研究グループ, 1996.2)
< No.44 > 「女子の理工系専攻への進学における要因に関する調査研究」
(第１調査研究グループ, 1996.3)
< No.45 > 「生活関連科学技術課題に関する意識調査」
(生活関連科学技術政策調査研究プロジェクトチーム, 1996.3)
< No.46 > 「外国技術導入の動向分析(平成6年度)」
(情報分析課,1996.11)
< No.47 > 「日本の技術輸出の実態(平成6年度)」
(第３調査研究グループ, 1996.11)
< No.48 > 「イノベーションの専有可能性と技術機会 - サーベイデータによる日米比較研
究 -」
(第１研究グループ, 1997.3)
< No.49 > 「先端科学技術動向調査(物質・材料系科学技術)」
(情報分析課, 1997.6)
< No.50 > 「科学技術指標 - 日本の科学技術活動の体系的分析 -」
(科学技術指標プロジェクトチーム, 1997.5)
< No.51 > 「地域科学技術指標策定に関する調査 - 地域技術革新のための科学技術資
源計測の試み -」
(第３調査研究グループ, 1997.3)
< No.52 > 「第 6 回技術予測調査 - わが国における技術発展の方向性に関する調査 -」
(技術予測調査研究チーム, 1997.6)
< No.53 > 「日本の技術輸出の実態 - 平成7年度 -」
(第３調査研究グループ, 1997.7)
< No.54 > 「外国技術導入の動向分析 - 平成7年度 -」
(情報分析課, 1997.11)
< No.55 > 「研究開発投資の活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリアニーズ
に関する調査研究」＊
(第１調査研究グループ, 1997.12)
< No.56 > 「地域における科学技術振興に関する調査研究(第 3 回調査)」 ＊
(第３調査研究グループ, 1997.12)
< No.57 > 「外国技術導入の動向分析 - 平成8年度 -」＊
(情報分析課, 1998.5)
< No.58 > 「日本の技術輸出の実態 - 平成8年度 -」
(情報分析課, 1998.9)
< No.59 > 「地域における科学技術振興に関する調査研究(第 4 回調査)」
(第３調査研究グループ, 1999.3)
< No.60 > 「我が国製造業の空間移動と地域産業の構造変化に関する研究」
(第３調査研究グループ, 1999.3)
< No.61 > 「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」
(「ベンチャーと国際化の視点による新ビジネスモデルの創造」調査研究チー
ム, 1999.3)
< No.62 > 「2010年代の国民生活ニーズとこれに関連する科学技術」
(第４調査研究グループ, 1999.3)
< No.63 > 「外国技術導入の動向分析(平成9年度)」
(情報分析課, 1999.4)
< No.64 > 「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査(中間
報告)」
(第１研究グループ, 1999.6)
< No.65 > 「日本の技術輸出の実態」(平成9年度)
(情報分析課, 2000.1)
< No.66 > 「科学技術指標 - 日本の科学技術活動の体系的分析 - (平成12年版)」
(科学技術指標プロジェクトチーム, 2000.4)
               「科学技術指標 (平成 12 年版) 統計集 (2001 年改訂版)」
(科学技術指標プロジェクトチーム, 2001.5)
< No.67 > 「加速器技術に関する先端動向調査(先端研究・先端医療を担う小型加速器開
発の推進をめざして)」
(科学技術動向研究センター, 2001.6)
< No.68 > 「外国技術導入の動向分析(平成10年度)」
(情報分析課, 2001.2)
< No.69 > 「日本の技術輸出の実態」(平成10年度)
(情報分析課, 2001.2)
< No.70 > 「地域における科学技術振興に関する調査研究(第 5 回調査)」
(第３調査研究グループ, 2001.7)
< No.71 > 「第 7 回技術予測調査」＊
(科学技術動向研究センター, 2001.7)
< No.72 > 「科学技術に関する意識調査 - 2001年2〜3月調査 -」
(第２調査研究グループ, 2001.12)
 POLICY STUDY (表題末尾の◎は英文のみ、＊は英語版あり、を示す)
< No.1 > 「先端科学技術と法的規制<生命科学技術の規制を中心に>」 ＊
(第２調査研究グループ, 1999.5)
< No.2 > 「ベンチャー・ビジネス; 日本の課題」
(第１研究グループ, 1999.5)
< No.3 > 「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革 - 「科学技術・新産業創造立国
実現」へのシナリオ -」
(第１研究グループ, 1999.5)
< No.4 > 「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析 〜政策変遷、予算及び論文
生産の時間的推移をめぐって〜」
(第２研究グループ, 1999.6)
< No.5 > 「科学技術政策コンセプトの進化プロセス」
(第２研究グループ, 2000.3)
< No.6 > 「IPO企業とそうでない企業と」
(第１研究グループ, 2000.10)
< No.7 > 「アメリカのバイオエシックス・システム」
(第２研究グループ, 2001.2)
< No.8 > 「遺伝子科学技術の展開と法的諸問題」
(第２調査研究グループ, 2002.3)
< No.9 > 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究」
(第３調査研究グループ, 2004.3)
 調査資料 (表題末尾の◎は英文のみ、＊は英語版あり、を示す)
< No.1 > 「ユーレカ計画の概要」
(第３調査研究グループ, 1989.4)
< No.2 > 「Outline of Science and Technology Activities in Japan」◎
(第３調査研究グループ, 1989.5)
< No.3 > 「大学教官学位取得状況調べ(中間報告)」
(第２調査研究グループ, 1989.12)
< No.4 > 「日本の国家研究開発活動の変遷過程及びその特徴」
(尹文渉[韓国科学技術院科学技術政策研究評価センター], 1990.3)
< No.5 > 「東アジア諸国の科学技術政策について」
(第３調査研究グループ, 1990.7)
< No.6 > 「新材料の開発・利用とその影響に関する調査研究報告」
(第４調査研究グループ, 1990.9)
< No.7 > 「未来競争力の強化 - 日本政府の基礎研究振興 - Enhancing Future
Competitiveness - The Japanese Government's Promotion of Basic Research -
」◎
(Janice M. Cassidy特別研究員, 1990.10)
< No.8 > 「戦後日中科学技術発展状況比較研究」
(張 晶特別研究員, 1991.1)
< No.9 > 「太陽活動と地球温暖化 - 地磁気活動を指標として -」
(第４調査研究グループ, 1991.3)
< No.10 > 「科学技術政策史関連資料集」
(第１調査研究グループ, 1991.3)
< No.11 > 「日本の基礎研究についての考察」
(張 晶特別研究員, 1991.3)
< No.12 > 「我が国と海外諸国間における研究技術者交流統計図表集」
(第２調査研究グループ, 1991.3)
< No.13 > 「日本企業における基礎研究の定義及び日本企業における科学: 予備的分
析」＊
(Diana Hicks 特別研究員、弘岡正明(神戸大学), 1991.9)
< No.14 > 「先端科学技術情報モニタリングシステム中間報告」
(第２調査研究グループ, 1991.9)
< No.15 > 「科学技術政策用語英訳集」
(第１調査研究グループ, 1991.10)
< No.16 > 「外国技術導入の動向分析 - 平成2年度(1990年度) -」
(情報システム課, 1991.11)
< No.17 > 「日本における科学技術政策」◎
(Peter Van der Staal特別研究員, 1992.2)
< No.18 > 「日本の超伝導産業における研究開発コンソーシアムと共同関係Research and
Development Consortia and Cooperative Relationships in Japan's
Superconductivity Industry」◎
(Gerald Hane特別研究員, 1991.12)
< No.19 > 「経験哲学から見た科学技術への取り組み」
(森本 盛客員研究官, 1992.1)
< No.20 > 「自然科学系研究者のバックグラウンド及び活動状況に関する調査」
(第２調査研究グループ, 1992.2)
< No.21 > 「産業技術基盤を改善するための戦略 改進工業技術基礎的戦略 Strategy for
Improving Industrial Technological Bases」◎
(何 翔皓特別研究員, 1992.3)
< No.22 > 「共体験に基づく知識創造の循環プロセス - 高炉操業エキスパート・システム
の開発事例をめぐって -」
(第１研究グループ, 1992.9)
< No.23 > 「広い空間と時間でとらえた科学技術とその政策目標」
(森本 盛客員研究官, 1992.9)
< No.24 > 「自然科学系課程博士を増強する条件」
(第１調査研究グループ, 1992.11)
< No.25 > 「外国技術導入の動向分析 - 平成3年度(1991年度) -」
(情報システム課, 1993.1)
< No.26 > 「我が国の技術貿易統計 - 収支統計の定量的検討の試み -」 ＊
(第３調査研究グループ, 1993.1)
< No.27 > 「研究開発費の国際比較における購買力平価の利用について」 ＊
(第３調査研究グループ, 1992.12)
< No.28 > 「工学部卒業生の進路と職業意識に関する日米比較」 ＊
(第１調査研究グループ, 1992.12)
< No.29 > 「科学技術史観の認識論的基礎 - 知識創造と日本の技術革新・研究序説 -」
(第１研究グループ・第２研究グループ, 1993.2)
< No.30 > 「産業発展、地域開発及び地域政策形成の重要性の増大 - 日本における産業
の普及及び発展の形態についての地域定量分析 - Industrial Growth,
Regional Development and the Growing Importance of a Regionally Conscious
Policy Formation for Japan」◎
(G.D Christoloukas特別研究員, 1993.2)
< No.31 > 「技術開発の多角化に関する計量分析」
(張 仲梁特別研究員, 1993.3)
< No.32 > 「情報技術振興のための政府助成共同研究 - 日本の西欧への挑戦 -
Government - Sponsored Collaborative Research to Promote Information
Technology: Japan's Challenge to the West?」◎
(Tim Ray 特別研究員, 1993.3)
< No.33 > 「日本製造業における競争力の源泉 - 素材関連技術を中心とした一考察 -」
(第１研究グループ, 1993.6)
< No.34 > 「日本企業における知の創造: 競争優位の次元 Knowledge Creation in
Japanese Organizations: Building the Dimensions of Competitive
Advantage」◎
(第１研究グループ, 1993.9)
< No.35 > 「日本における政府研究機関」＊
(第１調査研究グループ, 1993.10)
< No.36 > 「製品開発段階における技術知識の動態 - 『研究開発における知の構造と知
の動態(1) 』中間報告 -」＊
(第１研究グループ, 1994.3)
< No.37 > 「外国技術導入の動向分析 - 平成4年度 -」
(情報システム課, 1994.3)
< No.38 > 「優れた研究者が備える条件と研究活動の特性 - 長官賞受賞者の特性を探る
-」
(第２調査研究グループ, 1994.6)
< No.39 > 「外国技術導入の動向分析 - 平成5年度 -」
(情報システム課, 1995.3)
< No.40 > 「韓国の電子産業における対日依存と今後の課題」
(具 本悌特別研究員, 1995.4)
< No.41 > 「東南アジアの日系企業の活動状況」
(第３調査研究グループ, 1995.6)
< No.42 > 「数値解析による技術貿易契約期間の推定」
(第３調査研究グループ, 1995.6)
< No.43 > 「契約期間から技術貿易の構造を解析する」
(第３調査研究グループ, 1996.3)
< No.44 > 「技術進歩と経済成長 - 目標成長率達成のための必要研究開発投資の試算 -
」
(第１研究グループ, 1996.8)
< No.45 > 「パーソナルコンピュータの技術移転に関する調査研究」
(第２調査研究グループ, 1996.12)
< No.46 > 「自然科学系博士課程在学生数に関する調査分析」
(第１調査研究グループ・第１研究グループ, 1997.2)
< No.47 > 「2010年科学技術人材を考える」
(第１調査研究グループ, 1997.2)
< No.48 > 「韓・日両国における科学技術諮問・審議機構の比較」
(尹 大洙特別研究員, 1997.5)
< No.49 > 「日本企業と仏国企業の研究開発マネジメントに関する比較調査研究」 ＊
(第２調査研究グループ, 1997.5)
< No.50 > 「日中の技術移転に関する調査研究」
(情報分析課、第３調査研究グループ, 1997.6)
< No.51 > 「東アジア諸国のエネルギー消費と大気汚染対策 - 概況と事例研究 -」
(第４調査研究グループ, 1997.6)
< No.52 > 「地域科学技術政策の現状と課題 - 地域科学技術政策研究会(平成9年3月
18、19日)報告書 -」
(第３調査研究グループ, 1997.10)
< No.53 > 「大学における新構想型学部に関する実態調査」
(第１調査研究グループ, 1998.4)
< No.54 > 「英国における研究評価 - 公的研究助成にみる評価"Value for
Money"と"Selectivity"」
(第２研究グループ, 1998.5)
< No.55 > 「主要各国の科学技術関連組織の国際比較」
(第２研究グループ、第１研究グループ,1998.6)
< No.56 > 「地域科学技術政策研究会(平成10年2月24、25日)報告書 - 地域特性を生かし
た施策展開をどう進めるか -」
(第３調査研究グループ, 1998.7)
< No.57 > 「英国及びニュージーランドにおける国立試験研究機関の民営化について」
(企画課, 1998.6)
< No.58 > 「テクノポリス調査研究報告書」
(第３調査研究グループ, 1998.8)
< No.59 > 「Regionalization of Science and Technology in Japan: The Framework of
Partnership between Central and Regional Governments」◎
(Steven W. Collins特別研究員, 1998.8)
< No.60 > 「企業における女性研究者・技術者の就業状況に関する事例調査」
(第１調査研究グループ, 1999.3)
< No.61 > 「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果」
(第４調査研究グループ, 1999.5)
< No.62 > 「科学技術と人間・社会との関わりについての検討課題」
(第２調査研究グループ, 1999.6)
< No.63 > 「公的研究機関の研究計画策定過程に関する調査」
(第２研究グループ, 1999.6)
< No.64 > 「我が国の廃棄物処理の現状と課題」
(第３調査研究グループ, 1999.12)
< No.65 > 「地域科学技術政策研究会(平成11年3月16、17日)報告書」
(第３調査研究グループ, 2000.1)
< No.66 > 「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」
(第２調査研究グループ, 2000.3)
< No.67 > 「国立試験研究機関、特殊法人研究開発機関及び日本企業の研究開発国際化
に関する調査研究」
(第１研究グループ, 2000.3)
< No.68 > 「1970年代における科学技術庁を中心としたテクノロジー・アセスメント施策の分
析」
(第２調査研究グループ, 2000.3)
< No.69 > 「技術予測調査の利用状況と今後の調査への要望について」
(第４調査研究グループ, 2000.3)
< No.70 > 「コンセンサス会議における市民の意見に関する考察」
(第２調査研究グループ, 2000.6)
< No.71 > 「地域科学技術政策研究会(平成12年3月14,15日)報告書 - 地方公共団体にお
ける研究評価の手法とあり方について -」
(第３調査研究グループ, 2000.8)
< No.72 > 「創造的研究者・技術者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり
方」
(第１調査研究グループ, 2000.9)
< No.73 > 「日本における技術系ベンチャー企業の経営実態と創業者に関する調査研究」
(第１研究グループ, 2000.9)
< No.74 > 「The Comparative Study of Regional Innovation Systems of Japan and
China」◎
(蘇 靖特別研究員, 2000.11)
< No.75 > 「21世紀の科学技術の展望とそのあり方」
(第４調査研究グループ, 2000.12)
< No.76 > 「(加速器技術に関する先端動向調査)加速器ビームニーズ等に関する調査結
果」
(科学技術動向研究センター, 2001.6)
< No.77 > 「The Proceeding of International Conference on Technology Foresight-The
approach to and the potential for New Technology Foresight-」◎
(第４調査研究グループ, 2001.3)
< No.78 > 「科学技術と NPO の関係についての調査」
(第２調査研究グループ, 2001.3)
< No.79 > 「科学技術研究調査」の見直しについて 〜科学技術研究調査研究会に対する
科学技術政策研究所の対応〜」
(科学技術指標検討チーム(第１調査研究グループ所管), 2001.6)
< No.80 > 「地域科学技術指標に関する調査研究」
(第３調査研究グループ, 2001.12)
< No.81 > 「国内外の科学技術に関する意識調査の状況について」
(第２調査研究グループ, 2001.12)
< No.82 > 「中国の環境問題と日本の技術移転」
(情報分析課, 2002.1)
< No.83 > 「日本の技術輸出の実態(平成11年度)」
(情報分析課, 2002.3)
< No.84 > 「海外科学技術政策研究機関ハンドブック」
(企画課, 2002.3)
< No.85 > 「科学技術指標体系の比較と史的展開」
(第１調査研究グループ, 2002.3)
< No.86 > 「米国における公的研究開発の評価手法」*
(第２研究グループ, 2002.5)
< No.87 > 「国際級研究人材の国別分布推定の試み」
(第１調査研究グループ, 2002.7)
< No.88 > 「平成12年科学技術指標 - データ集 -」
(情報分析課, 2002.10)
< No.89 > 「ロシアに関係する科学技術国際協力の現状分析」
(第２研究グループ, 2002.11)
< No.90 > 「バイオテクノロジー研究開発と企業の境界 - 研究提携・技術導入・アウトソー
シング・海外研究に関する調査報告 -」
(第１研究グループ, 2002.12)
< No.91 > 「科学系博物館・科学館における科学技術理解増進活動について」
(第1・2調査研究グループ, 2002.12)
< No.92 > 「産学官連携事例から見た地域イノベーションの成功要因解明の試み - 札幌、
京都、福岡の産学官連携調査報告 -」
(第３調査研究グループ, 2003.2)
< No.93 > 「日本の技術貿易 - 平成12年度 -」
(情報分析課, 2003.3)
< No.94 > 「科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 世界の潮流と日本の現状」
(第２研究グループ, 2003.3)
< No.95 > 「研究開発に関する会計基準の変更と企業の研究開発行動」
(第２研究グループ, 2003.3)
< No.96 > 「産学連携1983 - 2001」
(第２研究グループ, 2003.3)
< No.97 > 「我が国の科学雑誌に関する調査」
(第２調査研究グループ, 2003.5)
< No.98 > 「先端的計測・分析機器の現状と今後の課題 〜科学技術専門家ネットワーク ア
ンケート調査結果〜」
(科学技術動向研究センター, 2003.7)
< No.99 > 「科学館等における科学技術理解増進活動への参加が参加者に及ぼす影響に
ついて - 科学技術館サイエンス友の会・日本宇宙少年団を例として -」
(第２調査研究グループ, 2003.11)
< No.100 > 「科学技術理解増進と科学コミュニケーションの活性化について」
(第２調査研究グループ, 2003.11)
< No.101 > 「科学技術国際協力の現状」
(第２研究グループ, 2003.11)
< No.102 > 「国際級研究人材の養成・確保のための環境と方策(アンケート調査の結果よ
り) - 「個人を活かす」ためのシステムへの移行 -」
(第１調査研究グループ, 2003.12)
< No.103 > 「博士号取得者の就業構造に関する日米比較の試み - キャリアパスの多様化
を促進するために -」
(第１調査研究グループ, 2003.12)
< No.104 > 「『研究開発戦略と科学技術政策』研究セミナー報告論文集」◎
(第１研究グループ, 2004.2)
(注) No.1 〜 No.45 は「調査研究資料」、No.46 〜 No.60 は「調査資料・データ」として発行してい
る。
 DISCUSSION PAPER (表題末尾の◎は英文のみ、＊は英語版あり、を示す)
< No.1 > 「技術知識の減衰モデルと減衰特性分析 - 登録特許残存件数による減衰データ
への応用 -」
(第１研究グループ 光畑照久, 1997.1)
< No.2 > 「21世紀に向けた国の科学技術推進システムの在り方 - 国の科学技術活動の変
革に向けて -」
(第２調査研究グループ 柳 孝, 1997.5)
< No.3 > 「日本と米国の科学及び工学における大学院課程の比較」 ＊
(第１研究グループ Taniya Sienko, 1997.6)
< No.4 > 「研究開発投資の決定要因: 企業規模別分析」
(第１研究グループ 後藤 晃、古賀款久、鈴木和志(明治大学), 1997.11)
< No.5 > 「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」 ＊
(第１研究グループ 永田晃也, 1998.3)
< No.6 > 「大学等からの技術移転成功事例におけるアクター分析」
(第２研究グループ 新井英彦, 1998.3)
< No.7 > 「特許と学術論文の形態比較」〜記述形式・内容の分析とインタビューによる執筆
動因分析〜
(第２研究グループ 藤原直也、藤垣裕子, 1998.10)
< No.8 > 「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」
(第１研究グループ 田中 茂, 1999.5)
< No.9 > 「ITを用いた資材調達活動の国際比較」
(第１研究グループ 榊原清則、三木康司(慶應義塾大学), 1999.5)
< No.10 > 「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
(情報分析課 和田哲夫、吉水正義, 1999.6)
< No.11 > 「先端的情報システムと日本企業の課題」
(第１研究グループ 榊原清則, 1999.7)
< No.12 > 「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究 - 『モード
2』の時代において集団的創造性を高めるために -」
(第１調査研究グループ 前澤祐一, 1999.8)
< No.13 > 「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」
(第１調査研究グループ 中田哲也, 1999.10)
< No.14 > 「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究(その1)
」
(第１研究グループ 竹下貴之, 2000.1)
< No.15 > 「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」
(第１調査研究グループ 中田哲也、第３調査研究グループ 権田金治(東海
大学), 2000.2)
< No.16 > 「THE DEVELOPMENT OF RESEARCH RELATED START-UP -A FRANCE-
JAPAN COMPARISON-」◎
(第１研究グループ 前田 昇(高知工科大学)、Robert Chabbal(CNRS),
2000.4)
< No.17 > 「企業戦略としてのオープンソース - オープンソースコミュニティの組織論と外
部資源を利用した研究開発の発展に関する考察 -」
(第１研究グループ 加藤みどり, 2000.7)
< No.18 > 「地方公共団体が設置する公設試験研究機関における研究課題評価の仕組み
に関する一考察」
(第３調査研究グループ 新舩洋一, 2001.9)
< No.19 > 「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D Boundaries of
the Firm: A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan」
(第１研究グループ 小田切宏之, 2001.9) ◎
< No.20 > 「深海洋上風力発電を利用するメタノール製造に関する提案」
(科学技術動向研究センター 瀬谷道夫、山口充弘、多田国之, 2002.3)
< No.21 > 「Discussion of Importance Index in Technology Foresight」
(科学技術動向研究センター Viayu CHENG, 2002.5)
< No.22 > 「日本のバイオ・ベンチャー企業 - その意義と実態 -」
(第１研究グループ 小田切 宏之、中村 吉明, 2002.6)
< No.23 > 「The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing:
An Empirical Study of Japanese R&D Investment in the US 技術知識ソーシン
グにおける海外研究開発活動の役割: 日本企業による対米研究開発投資の実
証分析」
(第１研究グループ 岩佐 朋子、小田切 宏之, 2002.6)
< No.24 > 「研究開発における企業の境界と知的財産権制度」
(第１研究グループ 小田切宏之, 2002.10)
< No.25 > 「個人のイノベーションとライセンス」
(第１研究グループ 和田 哲夫, 2002.11)
< No.26 > 「短期多部門計量モデルMS-JMACROを用いた政府投資乗数の横断的・時系
列的な相違に関する検討」
(第１研究グループ 竹下 貴之, 2002.11)
< No.27 > 「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方 - 研
究者自身が評価する創造的な研究開発能力の年齢的推移等に関する調査 -」
(第１調査研究グループ 和田 幸男, 2002.11)
< No.28 > 「クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰分析」
(第３調査研究グループ 計良 秀美、前田 昇, 2003.2)
< No.29 > 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究(中間報告)」
(第３調査研究グループ 前田 昇、向山 幸男、計良 秀美、杉浦美紀彦、岡
精一、俵 裕治, 2003.3)
< No.30 > 「大学における研究の評価に関する理論と実際 - システム的視点」
(第１研究グループ 伊地知寛博, 2003.10)
< No.31 > 「Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese
Multinationals」◎
(第１研究グループ 岩佐 朋子, 2003.11)
< No.32 > 「Determinants of R&D Boundaries of the Firm: An Empirical Study of
Commissioned R&D , Joint R&D , and Licensing with Japanese Company
Data」◎
(第１研究グループ 中村 健太、小田切宏之, 2003.11)
< No.33 > 「ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討」
(第２調査研究グループ 牧山 康志, 2004.1)
< No.34 > 「Joint ventures and the scope of knowledge transfer: Evidence from U.S. -
Japan patent licenses」◎
(第１研究グループ 和田 哲夫, 2004.3)
< No.35 > 「Running royalty and patent citations: the role of measurement cost in
unilateral patent licensing」◎
(第１研究グループ 和田 哲夫, 2004.3)
< No.36 > 「日本企業による海外への技術輸出: ライセンスと直接投資の選択に関する実
証分析」
(第１研究グループ 岩佐 朋子, 2004.3)
 講演録
1.   1) 竹内 啓 東京大学先端科学技術研究センター教授
「先端科学技術の社会的影響 < 動向第 1 回 >」(1988.10)
2.   2) 石井 恂 麻布大学教養部教授
「1990年代の科学技術政策 < 動向第 2 回 >」(1988.10)
3.   3) Prof. Don E Kash米国オクラホマ大学教授
「総合化社会< 国際比較第 1 回 > 」(1988.11)
4.   4) 内田盛也 帝人株式会社理事
「科学技術政策と知的所有権のかかわりについて < 動向第 3 回 >」(1988.12)
5.   5) 西部 邁 評論家
「反原発運動における技術思想について < 動向第 4 回 >」(1988.12)
6.   6) 平澤 ? 東京大学教養学部教授
「ソフト化社会における政策研究 < 動向第 5 回 >」(1988.12)
7.   7) Prof. Christopher Freeman英国サセックス大学名誉教授
「産業技術における基礎研究の役割< 国際比較第 2 回 > 」(1989.2)
8.   8) 石坂誠一 人事院人事官
「科学技術に関する人材の確保 < 動向第 6 回 >」(1989.2)
9.   9) 梅原 猛 国際日本文化研究センター所長
「日本人の自然観 < 動向第 7 回 >」(1989.2)
10.  10) Prof. Lewis M .Branscomb 米国ハーバード大学教授
「米国における科学技術の諸問題< 国際比較第 3 回 > 」(1989.2)
11.  11) 武者小路公秀 国連大学副学長
「国際化社会における知的交流の課題 < 動向第 8 回 >」(1989.2)
12.  12) 弘岡正明 住友化学工業株式会社研究主幹
「新化学時代の産業展開と諸問題 < 動向第 9 回 >」(1989.3)
13.  13) 青木昌彦 京都大学経済研究所教授
「今後の経済発展と科学技術政策 < 動向第 10 回 >」(1989.3)
14.  14) 井内慶次郎 前国立教育会館長
「大学院制度の弾力化について < 動向第 11 回 >」(1989.3)
15.  15) 立川圓造 日本原子力研究所東海研究所化学部長
「電解核融合の現状 < 動向第 12 回 >」(1989.4)
16.  16) 軽部征夫 東京大学先端科学技術研究センター教授
「バイオセンサーの現状と将来 < 動向第 13 回 >」(1989.5)
17.  17) 加藤秀俊 放送教育開発センター所長
「国際社会における技術格差の問題点 < 動向第 14 回 >」(1989.5)
18.  18) 村上陽一郎 東京大学先端科学技術研究センター教授
「明治期における我が国の科学技術政策」(1989.6)
19.  19) 田村 明 法政大学法学部教授
「未来の都市をめざして」(1989.3)
20.  20) 米本昌平 三菱化成生命科学研究所社会生命科学研究室長
「1970年代のアメリカにおけるバイオエシックス論争」(1989.6)
21.  21) 後藤 晃 一橋大学教授
「日本の R&D システム再考」(1989.12)
22.  22) 野田正彰 神戸市立外国語大学教授
「社会の変化が個人に及ぼす影響について」(1989.9)
23.  23) Heinz A. Staab 西独マックス・プランク協会理事長
「西独マックス・プランク協会の組織と国際協力における役割」(1990.3)
24.  24) Prof. Rolf D. Schmid 独国ブラウンシュバイク工科大学教授
「統合後の独国のバイオテクノロジー戦略について」(1990.11)
25.  25) 権田金治 東京電機大学理工学部教授
「科学技術と地域開発」(1991.4)
26.  26) 小林信一 文教大学国際学部専任講師
「文明社会の野蛮人 - 若者の科学技術離れを巡って -」(1991.5)
27.  27) 小山内裕 藤倉電線株式会社取締役研究開発本部副本部長・基盤材料研究所長
「光ファイバーの開発 - 低損失限界への挑戦 -」(1992.4)
28.  28) 渕 一博 (財)新世代コンピューター技術開発機構常務理事・研究所長
「第五世代コンピューターの開発 - 未完の革命 -」(1992.5)
29.  29) 外村 彰 日立製作所基礎研究所主管研究長
「電子線ホログラフィー開発の経緯」(1992.6)
30.  30) 鈴木章夫 三菱重工業株式会社名古屋航空宇宙システム製作所宇宙技術部長
「日本のロケット開発に於ける技術革新」(1992.7)
31.  31) 蒲谷勝治 ヤマハ発動機株式会社マリン事業本部舟艇事業部副事業部長
永海義博 ヤマハ発動機株式会社マリン事業本部舟艇事業部主任
「アメリカズカップ・ヨットの開発とレース戦略」(1992.8)
32.  32) 伊藤博之 本田技研工業株式会社四輪企画室(RAD)参事
「ホンダ・シビックの開発」(1992.2)
33.  33) 神田泰典 富士通株式会社パーソナルビジネス本部副本部長
「マルチメディアと FM タウンズ - 認識の本質にせまる -」(1992.9)
34.  34) 王寺睦満 新日本製鐵株式会社技術開発本部設備技術センター所長
「我が国における LD 転炉技術の導入と発展」(1992.10)
35.  35) 相澤 進 セイコーエプソン株式会社専務取締役
「セイコーエプソンにおける技術開発 - 新事業創造の事例と技術開発理念の
功罪 -」(1992.11)
36.  36) 森本 盛 客員研究官 東芝・宇宙開発事業部
「科学技術意識形成過程に関する考察」(1993.3)
37.  37) 前川善一郎 京都工芸繊維大学教授
「複合材料技術の社会への浸透過程」(1992.12)
38.  38) 白石忠志 東北大学法学部助教授
「技術の排他的利用と独禁法」(1993.2)
39.  39) 柳原一夫 客員研究官(財)日本気象協会参与
「地球温暖化のメカニズム(宇宙・太陽・地球)」(1993.5)
40.  40) 富田徹男 特許庁審判部主席審判官
「特許制度等から見た技術の伝播」(1993.4)
41.  41) 前間孝則 国際技術総合研究所副所長
「軍用技術から民生技術へ - 戦前日本の航空機産業の転換 -」(1993.4)
42.  42) 石井 裕 NTT ヒューマンインターフェース研究所主幹研究員
「コラボレーションメディアのデザイン」(1992.12)
43.  43) 長谷川龍雄 元トヨタ自動車株式会社専務取締役
「日本における自動車技術の起こりと展開 - 私の体験 -」(1993.8)
44.  44) 吉田庄一郎 株式会社ニコン取締役副社長
「半導体製造装置ステッパの開発」(1993.9)
45.  45) 佐藤秀樹 株式会社セガ・エンタープライゼス常務取締役
「アミューズメントからマルチメディアの研究開発へ」(1994.2)
46.  46) 市川惇信 人事院人事官
「研究評価について」(1996.11)
47.  47) 河本英夫 東洋大学教授
「オートポイエーシスにもとづく研究評価論」(1996.12)
48.  48) 森 俊介 東京理科大学教授
「システム論から見た評価の方法」(1997.1)
49.  49) 木嶋恭一 東京工業大学教授
「評価へのソフトシステムアプローチ」(1997.1)
50.  50) 山之内昭夫 大東文化大学教授
「企業における研究評価の視点」(1997.2)
51.  51) 川崎雅弘 科学技術振興事業団専務理事
「科学技術基本法下における評価」(1997.4)
52.  52) 板倉省吾 パスコ副社長
「通商産業省の政策評価(産業政策と産業技術政策)」(1997.4)
53.  53) Dir. Rosalie T. Ruegg 米国国立標準・技術研究所経済性評価室長
Prof. Philipe Laredo 仏国鉱山大学イノベーション社会学センター教授
「科学技術の形成過程における評価をどう取り扱うか - 研究評価から政策評価
まで -」(1997.11)
54.  54) Dr. William A. Blanpied 米国国立科学財団(NSF)シニア国際アナリスト
「米国における科学政策について」(1997.11)







56.  56) Dr. William G. Wells, Jr. 米国ジョージワシントン大学教授
「米国連邦政府における科学技術政策形成」(1998.3)
57.  57) 崔 亨燮 韓国科学技術団体総連合会会長
「韓国新政権下での科学技術関連政策の展開」(1998.6)
58.  58) Prof. Arie Rip オランダ・ツウェンテ大学
「オランダの科学技術政策: 行政と研究を結ぶ中間機構を中心として 〜『社会
学的』科学技術政策研究序論〜」(1998.4)
59.  59) Prof. Sheila Jasanoff 米国ハーバード大学ジョンエフケネディ行政大学院教授
「政策立案者としての科学審議会」 〜規制科学(Regulatory-Science)をめぐっ
て〜(2000.2)
60.  60) 山本卓眞 富士通株式会社名誉会長
「富士通の企業経営・技術戦略」(2000.2)
61.  61) 関本忠弘 日本電気 取締役相談役
「NECにおける R&D 戦略と科学技術政策への期待」(2000.2)
62.  62) 三田勝茂 日立製作所相談役
「日立製作所における企業経営・技術戦略の変遷」(2000.3)
63.  63) 金丸恭文 フューチャーシステムコンサルティング 代表取締役社長
「IT革命が生み出す新時代」(2000.3)
64.  64) 藤野政彦 武田薬品工業 会長
「技術移転における産官学協力の在り方」(2001.4)
65.  65) 鎌田 博 筑波大学生物科学系教授・遺伝子実験センター長
「遺伝子組換え植物・食品の研究現状と安全性確保」(2001.3)
66.  66) 永井克孝 三菱化学生命科学研究所長
「第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析」(2001.6)
67.  67) 飯塚尚和 宮城県産業技術総合センター所長
「地方公設試におけるマネジメントシステムの構築」(2001.10)
68.  68) 西川伸一 京都大学大学院医学研究科教授
「再生医学の最近の動向」(2001.9)
69.  69) 賀来龍三郎 キヤノン 名誉会長
「キヤノンにおける企業経営と技術戦略の変遷」(2000.4)
70.  70) 佐波正一 東芝 相談役
「東芝の技術開発の変遷」(2000.4)
71.  71) 幸田重教 三井化学 会長
「三井化学の経営革新」(2000.5)
72.  72) 楠美省二 アルファ・エレクトロニクス 社長
「アルファ・エレクトロニクスにおける企業経営と技術戦略」(2000.5)
73.  73) 佐々木正 国際基盤材料研究所社長
「企業経営・技術戦略の変遷」(2000.5)
74.  74) 吉田庄一郎 ニコン取締役社長
「ニコンの企業経営・技術戦略の変遷」(2000.7)
75.  75) 藤野政彦 武田薬品工業 会長
「武田薬品工業の研究戦略」(2000.9)
76.  76) 荒蒔康一郎 キリンビール 専務取締役
「キリンビールの戦後の企業経営・技術戦略」(2000.12)
77.  77) 高木利久 東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター教授
「バイオインフォマティクスの最近の動向とこれからの課題」(2001.11)
78.  78) 小山康文 岩手大学地域共同研究センター助教授
「大学からの産学連携 〜岩手モデル〜」(2002.1)
79.  79) 畑村洋太郎 工学院大学教授
「失敗学の構築」(2001.11)
80.  80) 岩坪 威 東京大学大学院薬学系研究科教授
「痴呆研究の動向〜アルツハイマー病の病態解明と治療への展望を中心
に〜」(2001.10)
81.  81) 末松安晴 国立情報学研究所長
「半導体レーザーの技術革新について」(2002.1)
82.  82) 小田切宏之 科学技術政策研究所第１研究グループ総括主任研究官
「技術ストックの経済効果をいかに測定するか」(2001.11)
83.  83) 欠番
84.  84) 斎藤衛郎 独立行政法人 国立健康・栄養研究所 食品機能研究部長
「機能性食品の研究開発の動向と特定保健用食品」(2002.2)
85.  85) 鶴尾 隆 東京大学分子細胞生物学研究所所長
「大学等におけるがん研究の最近の動向」(2002.3)
86.  86) 柴崎正勝 東京大学大学院薬学系研究科教授
「地球環境と有機合成」(2002.4)
87.  87) 岡田清孝 京都大学大学院理学研究科教授
「分子植物科学の現状と将来」(2002.4)
88.  88) ディビット・キング 英国政府首席科学顧問兼科学技術庁長官
「科学と社会」(2002.7)
89.  89) 高濱洋介 徳島大学 ゲノム機能研究センター教授・理化学研究所 免疫・アレルギー科学
総合研究センター 免疫系発生研究チームディレクター
「免疫学の最近の動向」(2002.6)
90.  90) 柳田充弘 京都大学大学院生命科学研究科長・教授
「わが国大学における生命科学の研究と教育推進の危機的状況」(2002.7)
91.  91) アリ・リップ オランダツウェンテ大学教授
「研究開発評価に対する社会の挑戦」(2002.7)
92.  92) 小原雄治 国立遺伝学研究所副所長・生物遺伝資源情報総合センター長・教授
「バイオリソースの現状とわが国の方策」(2002.7)
93.  93) 虫明功臣 東京大学生産技術研究所教授
「水循環と水資源 - ローカルな視点からグローバルな視野へ -」(2002.8)
94.  94) 渡辺公綱 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
「RNA研究の動向」(2002.9)
95.  95) 江刺正喜 東北大学未来科学技術共同研究センター教授
「MEMS研究の動向」(2002.8)
96.  96) 伊藤正男 理化学研究所脳科学総合研究センター所長
「脳科学と教育」(2002.9)
97.  97) 小泉英明 日立製作所基礎研究所・中央研究所主管研究長
「脳科学と教育」(2002.10)
98.  98) 小幡純子 上智大学法学部教授
「先端科学技術の発展と法律学の諸課題 - ゲノム応用時代の技術と法制 -」
(2002.9)
99.  99) 前田 昇 高知工科大学大学院工学研究科教授(当所客員研究官)
「地域産業集積(クラスター)の欧米事例と日本の課題 - ハイテクベンチャーが
起こしはじめた日本の産業変革 -」(2003.1)
100. 100) 御園生誠 工学院大学工学部環境化学科教授
「グリーンケミストリー(持続的社会の科学技術)の目指すべきもの」(2002.10)
101. 101) 小堀幸彦 株式会社シュタインバイス・ジャパン代表取締役
「独国における産学共同方式による支援制度」(2003.2)
102. 102) 柳田敏雄 大阪大学大学院医学系研究科教授
「ナノバイオテクノロジーの動向と今後の課題」(2001.12)
103. 103) 吉田文紀 アムジェン 代表取締役社長
「バイオベンチャーの起業と経営 - アムジェン社の例 -」(2003.2)
104. 104) 佐野睦典 イノベーション・エンジン 代表取締役社長
「日本のナノテク・ベンチャーを開花させる駆動力は何か」(2003.5)
105. 105) 藤江幸一 豊橋技術科学大学エコロジー工学系教授
「ゼロエミッション研究 - 生存戦略と研究戦略 -」(2003.5)
106. 106) 名取俊二 理化学研究所特別招聘研究員
「昆虫を用いた研究の動向と今後の見通し」(2003.4)
107. 107) 佐久間健人 東京大学大学院新領域創成科学研究科物質系専攻教授
「日本金属学会の材料戦略と展望」(2003.1)
108. 108) 馬場嘉信 徳島大学薬学部教授、産業技術総合研究所単一分子生体ナノ計測研究ラボ
長
「次世代ナノバイオデバイス研究の最前線と今後の展開」(2003.5)
109. 109) 岩井 洋 東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授
「日本にとってのシリコン半導体デバイス研究開発の重要性とその戦略」
(2002.12)
110. 110) 橋爪 誠 九州大学大学院医学研究院教授
「医療現場における工学的革新〜最先端の医療現場は大きく変わろうとしてい
る〜」(2003.4)
111. 111) 日高敏隆 総合地球環境学研究所所長
「生物多様性を考える」(2003.6)




113. 113) 河田惠昭 京都大学防災研究所巨大災害研究センターセンター長・教授
「自然災害への備えと危機管理」(2003.5)
114. 114) 中尾一和 京都大学大学院医学研究科内科学講座教授
「我国のPhysician Scientist(臨床医科学者)とTranslational Medicineの困難な現
状」(2003.7)
115. 115) Dr. R. Kircher General Manager, Siemens K. K. Technology Dep.
「Research & Development for Sustainable Energy & Water Supply」(2003.5)
116. 116) 江尻正員 工学博士、元日立製作所中央研究所 / 機械研究所技師長
「ロボティックス推進のための課題と展望」(2003.7)
117. 117) 工藤和彦 九州大学工学研究院エネルギー量子工学部門
「原子力分野の人材育成の現状と課題」(2003.8)
118. 118) 佐藤哲也 海洋科学技術センター地球シミュレータセンターセンター長
「地球シミュレータ計画と次世代コンピュータ」(2003.6)
119. 119) アンドゥレ・オーステルリンク ルーヴェン・カトリック大学学長、教授
「産学協同ナレッジ・マネジメント - 大学側からの視点」(2003.9)
120. 120) 中野幸紀 関西学院大学総合政策学部教授
「ヨーロッパにおける情報市民社会」(2003.7)
121. 121) 原田広史 物質・材料研究機構材料研究所超耐熱材料グループディレクター
「超耐熱材料の実用化戦略とエネルギー産業分野への波及効果 〜ジェット機
からパワーエンジニアリングまで〜」(2003.10)
122. 122) 小佐古敏荘 東京大学原子力研究総合センター助教授
「原子力施設におけるリスク管理の動向 〜使用済燃料中間貯蔵施設を中心
に〜」(2003.11)
123. 123) 塚本弘範 Senior Research Scientist,Yale University
「Research Activities of Semiconductor Optical Routing Devices at Yale
University」(2003.7)
124. 124) 野本明男 東京大学大学院医学系研究科教授
「ウイルス感染症〜ポリオから SARS まで 〜」(2003.8)
125. 125) Dr. Martyn Field Laboratory Manager, Hitachi Dublin Laboratory
「Bioinformatics Research in Europe and Hitachi Dublin」(2003.10)
126. 126) 佐伯元司 東京工業大学情報理工学研究科教授
「ソフトウェア要求工学の現状と動向」(2003.10)
127. 127) 西 義雄 スタンフォード大学電気工学科研究教授、集積化システムセンターリサーチ
ディレクター兼ナノファブリケーションファシリティディレクター
「ナノテクノロジーを発展させるために産学連携はどうあるべきか」(2003.10)
128. 128) 橋本易周 メディビック代表取締役社長、 ジェネティックラボ取締役
「日本発のバイオベンチャーの可能性 - 札幌、神戸、シリコンバレーにおける
起業から -」(2003.3)
129. 129) 青木由直 北海道大学大学院工学研究科教授
高橋昭憲 データクラフト代表取締役
「札幌ITクラスターの現状と課題 」(2004.3)
130. 130) 北野宏明 ソニーコンピュータサイエンス研究所取締役副所長
「システムバイオロジーの展望」(2003.7)
131. 131) Mr.John L.Hill Standards Strategist Sun Microsystems
「ICT Standardization: A Critical View and Action Plan」(2003.11)
 その他
1.   1) ソフト系科学技術に関する調査報告書
(第１調査研究グループ, 1989.3)
2.   2) 第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文](1990.2)
3.   3) 日本の科学技術政策史
(科学技術政策史研究会編集、科学技術政策研究所監修, 1990.12)
4.   4) NISTEP Review Vol.1[注](1990.12)
5.   5) 第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]
(猪瀬 博、児玉文雄、川崎雅弘編集, 1991.1)
6.   6) 第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文](1991.1)
7.   7) NISTEP Review Vol.2[注](1992.3)
8.   8) 第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]
(岡村総吾、野中郁次郎、村上健一編集, 1992.3)
9.   9) 第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文](1992.3)
10.  10) 日・米・欧における科学技術に対する社会意識に関する比較調査
(第２調査研究グループ, 1992.3)
11.  11) 第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]
(岡村総吾、坂内富士男、野中郁次郎編集, 1993.3)
12.  12) 新世紀の深みのある政策展開を目指して - 科学技術政策研究所創立10周年記念誌 -
(科学技術政策研究所創立10周年記念行事企画委員会編集, 1998.7)
13.  13) 機関評価委員会の結果について
科学技術政策研究所機関評価報告書参考資料
(科学技術政策研究所機関評価委員会編集, 1999.1)




(注) NISTEP Review は、当所の研究者が外部の研究集会や学会誌等で発表した研究論文を当研
究所として取りまとめたものである。
(2) 顧問 (五十音順、2004 年 3 月 31 日現在)
生駒 俊明 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科客員教授
井村 裕夫 独立行政法人 科学技術振興機構顧問
小野 元之 独立行政法人 日本学術振興会理事長
川崎 雅弘 宇宙開発委員会委員
末松 安晴 国立情報学研究所長
中原 恒雄 住友電気工業株式会社 顧問
中村 桂子 JT 生命誌研究館館長
西室 泰三 東芝取締役会長
野中 郁次郎 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科教授
藤野 政彦 武田薬品工業 相談役
村上 陽一郎 国際基督教大学大学院教授
吉川 弘之 独立行政法人 産業技術総合研究所理事長
吉村 融 政策研究大学院大学長
(3) 機関評価委員 (五十音順 2004 年 3 月 31 日現在)






員 鵜野 公郎 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 教授
委
員 笠見 昭信 東芝 取締役
委
員 都河 明子 東京医科歯科大学 留学生センター 教授
委
員 鳥井 弘之 東京工業大学原子炉工学研究所 教授
委
員 中島 尚正 放送大学東京多摩学習センター 所長
委
員 原山 優子 東北大学大学院工学研究科 教授
委
員 松本 和子 早稲田大学理工学部 教授
(4) 職員名簿
所 属 職 名  氏 名 在 職 期 間
所 長   今村 努 H14.8.1〜
総務研究官   平野 千博 H14.4.1〜
総 務 課 課 長  大柴 満 H14.11.1〜
 課長補佐 併 近藤 正人 H14.7.1〜H15.9.30
 課長補佐 併 大友 専治 H15.10.1〜
 庶務係長  小原 洋子 H14.5.1〜
 主 任  五島 登美子 H 4.1.1〜
  併 吉武 ミツエ H10.4.1〜
 経理係長  伊藤 政隆 H15.4.1〜
 用度係長 併 近藤 正人 H14.7.1〜H15.9.30
 用度係長 併 大友 専治 H15.10.1〜
   長谷川 隆之 H14.12.1〜
 自動車運転手  野口 晃 H14.8.1〜
 事務補助員  安田 和子 H14.4.1〜H16.3.30
 事務補助員  山田 直子 H15.11.17〜
企 画 課 課 長 併 斎藤 尚樹 H15.4.1〜H15.4.30
 課 長  岡村 直子 H15.5.1〜
 課長補佐  廣瀬 登 H14.10.1〜
  併 松室 寛治 H15.1.1〜H15.5.15
  併 蛯原 弘子 H15.10.1〜
 国際研究協力官 併 斎藤 尚樹 H14.10.1〜H15.4.30
 国際研究協力官 併 岡村 直子 H15.5.1〜
 企画係長 併 廣瀬 登 H14.10.1〜
   樋口 晋一 H14.8.20〜H16.3.31
 業務係長  宮本 祐吾 H9.1.1〜
   秋田 のぞみ H13.12.1〜
 事務補助員  鈴木 恵理子 S61.12.25〜
 事務補助員  村上 彰子 H15.8.1〜H15.12.26
 事務補助員  酒見 朗子 H16.1.5〜H16.3.30
情報分析課 課 長  深澤 信之 H14.4.1〜H16.3.31
 課長補佐  太田 政孝 H14.7.1〜
  併 鈴木 研一 H15.1.1〜H16.3.31
 情報係長 併 蛯原 弘子 H14.4.1〜
   神田 由美子 H11.4.1〜
 分析係長 併 太田 政孝 H15.4.1〜
 調 査 官  石黒 裕康 H15.4.1〜
 事務補助員  樋渡 亜矢子 H10.7.15〜
第１研究グループ 総括主任研究官 併 小田切 宏之 H15.4.1〜H16.3.31
 主任研究官  伊地知 寛博 H13.5.1〜H16.1.15
 研 究 員  古賀 款久 H9.4.1〜
 研 究 員  岩佐 朋子 H13.8.1〜H16.3.31
  併 伊地知 寛博 H16.1.16〜H16.3.31
 事務補助員  下田 眞奈美 H6.4.2〜
第２研究グループ 総括主任研究官 併 近藤 正幸 H15.4.1〜H16.3.31
 主任研究官  柿崎 文彦 S63.7.1〜
   柿崎 文彦 H14.6.30〜
    経済協力開発機構へ派遣
 主任研究官  富澤 宏之 H8.10.1〜
 主任研究官  牧山 康志 H14.4.1〜
  併 川崎 弘嗣 H13.10.9〜
  併 石井 正道 H15.5.16〜
  併 山本 桂香 H15.6.1〜
 事務補助員  清水 佳津子 H11.11.1〜
第１調査研究グループ 総括上席研究官  今井 寛 H14.7.10〜
 上席研究官  鈴木 研一 H13.4.1〜H16.3.31
 上席研究官  石井 正道 H14.3.1〜
 上席研究官  松室 寛治 H14.8.1〜
 上席研究官  三浦 有紀子 H15.1.1〜
 研 究 官  蛯原 弘子 H14.4.1〜
 研 究 官  下村 智子 H14.8.1〜
 事務補助員  大貫佐知子 H5.7.1〜
第２調査研究グループ 総括上席研究官 併 今井 寛 H14.7.10〜
 上席研究官  大沼 清仁 H13.4.1〜H15.7.31
 上席研究官  川崎 弘嗣 H13.10.9〜
 上席研究官  渡辺 政隆 H14.3.1〜
 上席研究官  中村 隆史 H15.8.1〜
  併 牧山 康志 H14.4.1〜
  併 石井 正道 H14.5.1〜H15.5.15
  併 安藤 慶明 H15.5.1〜H15.6.18
  併 大沼 清仁 H15.8.1〜H15.8.31
 事務補助員  大釜 陽子 H11.9.1〜
第３調査研究グループ 総括上席研究官  斎藤 尚樹 H15.4.1〜
 上席研究官  計良 秀美 H14.4.1〜H16.3.31
 上席研究官  杉浦 美紀彦 H14.4.1〜
 上席研究官  近藤 正人 H14.7.1〜H15.9.30
 上席研究官  大友 専治 H15.10.1〜
  併 柿崎 文彦 H9.7.16〜
 研 究 官  吉武 ミツエ H13.1.6〜
 研 究 官  岩本 如貴 H15.4.1〜
  併 樋口 晋一 H15.1.1〜H 16.3.31
 事務補助員  三島 眞理 H7.4.10〜
科学技術動向研究センター センター長  桑原 輝隆 H13.1.6〜
 主任研究官  横田 慎二 H13.1.6〜
 主任研究官  茂木 伸一 H13.1.6〜H15.12.31
 主任研究官  大森 良太 H14.7.1〜
 主任研究官  伊藤 裕子 H14.10.1〜
 主任研究官  藤井 章博 H15.6.1〜
 研 究 員  高野 潤一郎 H13.1.6〜H16.1.5
 研 究 員  伊神 正貫 H14.12.1〜
 上席研究官  奥和田 久美 H14.7.1〜
 上席研究官  横尾 淑子 H15.1.1〜
 上席研究官  菅沼 克敏 H15.4.1〜
 上席研究官  山本 桂香 H15.6.1〜
 上席研究官  浦島 邦子 H15.6.16〜
 研 究 官  島田 純子 H15.2.1〜
 事務補助員  早坂 ルミ H13.1.6〜
 事務補助員  喜久川 功 H14.4.1〜H15.5.9
 事務補助員  坂本 馨 H15.3.17〜
 事務補助員  香月 理恵子 H15.4.1〜
 事務補助員  谷村 幸枝 H15.4.1〜














































瀬山 賢治 八千代エンジニアリング 技術本部副本部長
高野 潤一郎 元科学技術政策研究所研究員
竹田 敏 (独)農業生物資源研究所昆虫新素材開発研究グループ長










































1949年 6 月 (資源委員会は資源調査会へ改称)
1952年 8 月 (資源調査会は総理府の附属機関へ)
1956年 5 月 科学技術庁設置
 資源調査会事務局は科学技術庁資源局となる。
 (資源調査会は科学技術庁の附属機関へ)
1968年 6 月 資源調査所設置 (科学技術庁資源局廃止)
1988年 7 月 科学技術政策研究所設置 (資源調査所改組)
2001年 1 月 中央省庁の再編により文部省と科学技術庁が統合され文部科学省が発足。(文部科学省の附属機関となる)
 所内に科学技術動向研究センターを設置 (第４調査研究グループ改組)
2002年 7 月 永田町合同庁舎 (千代田区永田町) から郵政事業庁庁舎 (当時)(千代田区霞ヶ関)に移転
2004年 1 月 文部科学省ビル (千代田区丸の内) に移転
